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概  要 
 
本論文は病院と医師の雇用関係におけるホールドアップ問題(holdup problem)を取り上げ、その解決
策を図り病院の経営改善に資することを目的としている。そして、これは病院と医師の問題のみならずプ
リンシパル(Principal)とエージェント(Agent)におけるプリンシパル・エージェント問題として広く捉え
ることができ、その解決策は他産業でも応用可能である。 
本論文では、先行研究にある契約の不完備性、関係特殊的投資、ホールドアップ問題といった取引費
用の経済学で論じられた概念を基に、ゲーム理論と契約理論の分析手法を用いて理論研究を行った。その
中で先行研究にはないエージェントのタイプを導入して考察した。この仮定は本論文で述べる事例におい
ても存在の可能性が示されており、妥当性が高いと考えている。この新たな仮定の導入により先行研究と
は異なり、ホールドアップ問題を契約の不完備性やモラルハザードのみならず、アドバースセレクション
の側面からも考察している。この考察は本論文では固定賃金モデルと変動賃金モデルという二つのモデル
にて行っている。さらに固定賃金モデルの下でエージェントの私的費用削減に効果がある投資を行った場
合の影響についても考察している。 
本論文での考察の結果、固定賃金モデルでは、機会主義者は参加制約が高いこと、機会主義者を排除
するために外部賃金を利用した参加制約でスクリーニングを行うこと、状況に応じて複数の採用戦略があ
り、その中で最適な採用戦略があることなどが示されている。そして実務への応用として高度先進医療機
関と一般医療機関では最善な採用戦略が異なることなどが導かれている。また、投資の効果については生
産性が少しだけ平均より高い医療機関にとって一番効果があることを示している。さらに、変動賃金モデ
ルでは、機会主義者に対してインセンティブが働き、機会主義者を働かせることができるようになった反
面、複数のタイプのうちどのタイプに対応した採用戦略を取るべきかを考察している。最終的にはこの問
題はトレードオフの問題ではあるが、こちらも実務面での考察として高度先進医療機関と一般医療機関で
は最適な採用戦略が異なることを述べている。さらに先行研究にはない新しい知見として、エージェント
にあえてホールドアップさせた方がプリンシパルの利得が改善する可能性が存在するということを提示し
ている。 
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1. はじめに 
わが国の人口は既に 2008 年にピークを迎えており1、現在は減少期に入っている。
その反面、高齢者の比率を表す高齢化率は年々上昇しており2、高齢者数は増加してい
る。本来はこの高齢者の増加に伴い、何らかの医療を必要としている患者が年々増加す
るはずであるが、膨張する医療費の抑制などの施策の影響により現実には患者数は減少
している3。このため医療機関は減少していく患者を奪い合うように競争を激化させて
おり、その結果として病院の数は年々減少4している。そのため病院には、さらなる経営
の効率化などの経営努力が求められている。 
このような厳しい競争環境にある病院において、その経営に最も影響を与える存在
が医師である。医師は高度な専門知識と経験を持ち、社会的にも大きな役割を担ってい
る専門職である。著者は両親、弟、祖父等親族の半分以上が医師という環境で育ったた
め、一般的に医師は勤勉で善良であることを十分理解している。その一方で、医師とい
う職業は法令や専門性による参入障壁が極めて高く、その特権的地位を利用して機会主
義的行動を取ることが可能な存在でもある。著者は病院の管理部門での就業経験から、
このような機会主義的行動を取る医師を幾度か目にして来た。機会主義的医師の存在は
病院の安定経営にとって障害となるばかりでなく、他の一般の医師の信頼性、評判を下
げ、その結果利得も下げる要因になりうる。よって、病院や医師のみならず国民医療の
ためにも機会主義的医師への対策が必要である。 
そこで、本論文では以下の流れで考察を行う。第 1 章では本論文のテーマの背景に
ついて説明する。まずは、本論文のテーマを分析するきっかけとなった医師が病院に対
して採用後に機会主義的行動を取った事例と関連する統計を紹介する。この事例紹介か
ら病院経営の現場の問題として機会主義的医師の存在を知り、さらに統計情報より入院
患者数の減少と利益率の低い病院経営の状況を説明する。 
さらに本論文で考察する機会主義的行動については先行研究ではホールドアップ
問題として分析されており、その紹介を行う。また、このホールドアップ問題と病院と
医師の採用への適用性についても説明する。 
第 2 章以降ではゲーム理論と契約理論を基にしたモデル分析を行う。第 2 章では基
本モデルとして病院の勤務医に一般的に採用されている固定賃金をモデル化して考察
する。本論文では病院をプリンシパル(Principal)、医師をエージェント(Agent)と位置づ
けプリンシパル・エージェント問題として捉えて考察する。その結果、固定賃金下では
エージェントの機会主義的行動を制限できず、プリンシパルの対抗手段は参加制約の違
                                                     
1 内閣府『平成 29 年版高齢社会白書(概要版)』  
2 同上 
3 1.2 統計 表 1 参照 
4 1.2 統計 表 3 参照 
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いを利用したスクリーニングを行い、機会主義者を採用しないことであることを説明す
る。これは、常識的な感覚とは異なり機会主義者の参加制約が高いことから導かれる。
よって、機会主義者のスクリーニングにとって重要な指標となるのは外部機会の賃金で
ある。外部機会の賃金が機会主義者を採用しないための賃金の上限となる。ただし、機
会主義者を排除するために採用する医師の賃金を下げることは結果的に医師の生産性
を下げることになる。そして、このような生産性の犠牲は必ずしも最善な結果を生み出
すとは限らない。そして、条件によっては機会主義者を排除せずに最適な生産水準を追
求することがプリンシパルの利得最大化に必要だという結論を導く。これを実務的視点
で解釈すると大学病院や大規模病院など高度先進医療機関は機会主義者の存在など全
く無視して自らの最適生産量を追求することが最善であるということになる。逆に、生
産性が平均的な一般的な医療機関はわずかな機会主義者に対しても厳しく排除してい
くことが利益率向上につながるということである。 
第 3 章では固定賃金モデルの下でエージェントの負担軽減になる投資を行った場
合の考察を行った。この投資によって、一般的な医療機関ではその私的費用削減分だけ
プリンシパルの期待利得は向上するが、生産性がわずかに平均以上の病院は投資の効果
が特に高く、一定の範囲内で生産性が向上し、その分の期待利得も向上することを示す。 
第 4 章では、第 2 章の固定賃金モデルの欠点を補う形で変動賃金モデルの考察を行
った。このモデルでは適切なインセンティブの設計により機会主義者を働かせることが
可能となる。また、これによりプリンシパルの期待利得が固定賃金時よりも改善するこ
とを示している。しかしながら、その改善の幅は機会主義者をどう扱うかによって異な
る。特に本論文ではエージェントにあえてホールドアップさせた方がプリンシパルの利
得が改善する可能性が存在するという先行研究にはない新しい知見を提示した。これは、
高度先進医療機関では全体的には最適生産量を追求しつつ機会主義者には機会主義的
行動を取らせても高い期待利得が達成できることを示している。対して他の一般医療機
関はこの戦略をとることができないため、リスクの低い採用戦略を選択した方が良いこ
とを示す。 
最後の第 5 章では結論として本論文をまとめ、その後に参考文献と Appendix を掲
載している。 
本論文の先行研究に対する独自性はホールドアップ問題の分析に私的情報のタイ
プを導入したことである。本論文において先行研究にはないホールドアップ問題へのタ
イプの導入を行い、契約の不完備性やモラルハザードの側面のみならず、アドバースセ
レクションの側面からも分析を行った。そして、実務面にも応用可能な知見を提示する
が、特に新しい知見として変動賃金モデルにおいてエージェントにあえてホールドアッ
プさせた方がプリンシパルの利得が改善する可能性が存在するという先行研究にない
新しい発見をした。 
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1.1. 主要な事例 
本校のテーマの具体的な事例として、著者がある病院の経営改善に従事した時の経
験を以下に示す。 
この病院はベッド数 100 床と小規模であったが当該地域において 70 年ほど前から
開院しており、地域の患者の外来診療から高齢者等の長期入院を担い長年地域医療に貢
献してきた病院であった。しかしながら、建物は既に老朽化し、すぐにでも建て替えが
必要な状態であった。その一方で、主力医師の高齢化によって退職が相次いだことや、
変化する医療制度に対応できないでいたことなどから直近 4 期連続の赤字状態であり、
建て替えの費用を捻出できない状態であった。 
そのような病院の状態の中で、長年勤めていた別の主力医師が持病の悪化により退
職したため、替わりの常勤医師 1 名の募集を行った。この際に雇用した医師が後に機会
主義的行動を起こす医師であった。この医師の採用には、当該病院の役員等を含め大勢
の人間が関与して面接を行った。その理由としては、当該病院は売上規模が約 8 億円程
度であったのに対し、直前期は単年度売上 20％の赤字を出しており、かつ医師の 1 人
当たりの年間給与に売上の約 2％程度もの金額を支払っていた。ゆえに、医師の採用に
失敗した場合は、黒字化のハードルが利益率で 2％も上昇することを意味していた。 
そのため、この医師の面接時には人材紹介会社の職員も同席のうえ、入院患者の担
当数に具体的な数字をあげ、本人からの同意も得ていた。そのため、入職当初は約束通
りの入院患者数の診療をしていたが、半年が経過すると、当該医師は様々な理由を付け
て担当患者を減らし、約束した担当患者数の 2/3 程度しか診療をしなくなった。結果、
入院診療を担当する他の医師では、当該医師のフォローを完全にはできず、病院の経営
に悪い影響を与えた。 
さらに当該機会主義的医師は、勤務中に突然病院内からいなくなったり、医師専用
の部屋で寝ていたり、患者を診察しないで薬を処方したりなど勤務態度がどんどん悪化
していった。このような勤務態度に対して、病院側として何度も話し合いや指導をした
が一向に改善はしなかった。その一方で契約書には年俸の対価として具体的な担当患者
数は記載していないため、病院側は当初の約束通りに年俸を払い続けた。 
 
 
1.2. 統計 
表 1 は、平成 8 年から平成 26 年までの日本全国の年間入院患者数と年間外来患者
数を表す。これをみると、入院患者、外来患者ともに年々患者数は減少しており、特に
病院の収益に影響が大きい入院患者数が減少している。 
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表 1：入院外来別患者数の推移5                   (単位：千人) 
 H8年 H11 H14 H17 H20 H23 H26 
入院 1,480.4  1,482.6  1,451.0  1,462.8  1,392.4  1,341.0  1,318.8  
外来 6,028.3  5,686.3  5,330.1  5,815.3  5,555.5  5,898.0  5,874.9  
 
  表 2は、病院の収益における入院収益の占める割合を表す。これを見てわかるよう
に病院収益では入院収益が約 7 割近くを占めており、病院にとって入院患者数の減少は
主力収益への打撃であることがわかる。 
 
表 2：病院における入院収益・外来収益の割合6             (単位：%) 
  H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 
医業収益 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
うち入院収益 66.6 66.3 67.1 66.8 66.8 67.2 67.1 66.2 66.4 66.3 
うち外来収益 29.4 29.7 28.9 29.5 29.4 29.3 29.3 30.0 30.1 30.2 
 
表 3 は平成 11 年から平成 28 年までの日本全国に存在する病院7と診療所の数を表
す。小規模である診療所は増加しているが、相対的に大規模である病院は減少している。 
 
表 3：医療機関数の推移8                                (単位：施設数) 
 H11 H14 H17 H20 H23 H26 H27 H28 
病院 9,286 9,187 9,026 8,794 8,605 8,493 8,480 8,442 
診療所 91,500 94,819 97,442 99,083 99,547 100,461 100,995 101,529 
 
表 4 は日本全国に存在する医療法人立の病院と医療法人立も含めたすべての病院
の利益率を表す。ここで医療法人立のみ別に取り上げた理由は病院の設立法人において
は医療法人が唯一の民間資本による設立法人であり、設立法人立別の病院利益率におい
て常に最も利益率が高いという理由からである。そして、病院の利益率は医療法人立で
平均 2.5％、病院全体の平均では 0.08％の低利益率となっている。このような低利益率
の中、病院は建物、設備、高額医療機器など事業投資を行う資金を自己資金と間接金融
                                                     
5 厚労省『患者調査 平成 26 年患者調査』より著者作成 
6 一般社団法人 全国公私病院連盟『平成 22 年～平成 29 年 病院運営実態分析調査の
概要』より著者作成 
7 診療所とはベッド数が 19 床以下の医療機関、病院とはベッド数が 20 床以上の医療
機関と定義されている。 
8 厚労省『医療施設調査 平成２８年医療施設(動態)調査』より著者作成 
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のみで原則9まかなう必要がある。 
 
表 4：設立法人別病院利益率の推移10                   (単位：%) 
 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 平均 
医療法人 1.1 1.7 1.7 4.7 3.8 3.8 2.2 2.0 1.8 2.1 2.49 
病院全体 -2.2 -1.2 -1.2 3.1 1.4 2.7 1.3 -2.8 -0.1 -0.2 0.08 
 
1.3. 先行研究 
伊藤(2003)によると契約の不完備性、関係特殊的投資、ホールドアップ問題といっ
た概念の多くは、取引費用の経済学として、klein et al.(1978)や Williamson(1985)などに
より論じられた。そして、ホールドアップ問題の定式化は Grout(1984)および Hart and 
Moore(1988)によって行われたとのことである。 
ホールドアップを定式化した Grout(1984)では、契約後の再交渉が可能な買い手と
売り手による非分割財の取引をモデル化し、事前投資の関係特殊性が高いほど投資によ
って生まれる追加余剰がホールドアップされるため、結果として事前投資が減少するこ
とが導かれている。 
伊藤(2003)を参考に、不完備契約、関係特殊的投資とホールドアップ問題につい
て以下に説明する。不完備契約とは取引の利益を完全に実現できない不完全な契約の
事を言い、その不完備性の原因は人間の持つ限定合理性(bounded rationality)が取引費
用(transaction cost)を発生させ、本来実現できるはずの利益を犠牲にするというトレー
ドオフを生じさせるためである。関係特殊的投資(relation-specific)とは、当該資産を
他の用途に振り替えたときに生じる価値の損失額すなわち、準レントを高めるような
投資のことである。そして、不完備契約のもとで関係特殊的投資を行うと、その投資
によって生み出される利益の大部分は準レントであり、事後的な再分配の機会が発生
する。これは機会主義者に対して再交渉のインセンティブを生み出し、この事後の再
交渉が生み出す非効率とこの再交渉を恐れて投資を抑制してしまう事前の非効率が生
まれる可能性をホールドアップ問題(holdup problem)という。 
本論文の先行研究に対する独自性はホールドアップ問題の分析に私的情報のタイ
プを導入したことである。先の事例において、病院で雇用している常勤医師は他にも複
数存在した。そして、その医師達も病院との間で交わしていた雇用条件は同じであった。
しかしながら、現実に機会主義的行動を取った医師は 1名のみであった。これはホール
ドアップ問題において契約後のモラルハザードの問題のみならず、契約前のアドバース
セレクションの問題も存在する可能性を示す根拠と考える。ゆえに著者は本論文におい
                                                     
9 直接金融の手段として特殊な社債や不動産流動化などが存在するがまだ一般的では
ない。 
10 厚労省『医療経済実態調査(医療機関等調査)』第 17 回～第 21 回より著者作成 
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て先行研究にはないホールドアップ問題へのタイプの導入を行い、モラルハザードのみ
ならず、アドバースセレクションの側面からも分析を行った。 
 
1.4. 病院と医師の不完備契約と関係特殊的投資について 
病院の主業務である入院診療は患者を毎日連続的に診察することが求められる。
そのため、通常は同じ医師が主治医として毎日連続的に診察を行う。よって、入院診
療を担当する医師は常勤契約で雇用する必要性が生まれ、この常勤契約は通常は期間
の定めがなく定年まで雇用する無期契約が一般的である。そしてその賃金は、勤務態
度とは無関係な固定給が一般的であり、歩合給などの変動給は余り一般的ではない。 
このため通常医師の雇用条件はインセンティブ設計がされていない。また、医師
の業務は高度な専門知識と経験が要求され、さらに同じ医師同士でも診療科別や、特
定の疾患別など複雑に専門特化されている。そして、医師には主治医権という法的な
権利があり、また医師の職業的慣習により他の医師が別の医師の診療の管理や介入を
行うことが難しい。さらに、一般的に医師に限らず雇用前に従業員の隠された意図を
見抜くことは難しい。以上の内容により医師の雇用契約は一般的に不完備契約になり
やすい。 
一方で、このような医師の常勤かつ無期雇用は病院にとって長期的な投資とな
り、病院経営に対する医師の影響力は極めて大きくなる。また労働契約は法令に守ら
れており解約が難しい。さらに医師の採用には時間がかかり、また医師免許保持者数
と病院側の採用人数の両方が少ないため代替性が低い。そして規模の小さい病院では
医師の採用には個別性があり、その医師ごとに組織内で種々の調整コストが発生す
る。 
以上により、病院における医師の雇用は不完備契約下の関係特殊的投資であり、
ホールドアップ問題が発生しやすい環境にあるといえる。 
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2. 固定賃金モデルによる分析 
ここで、この問題を詳細に分析するために、固定賃金モデルを導入する。固定賃金
は第 1 章の事例のように病院が医師を雇用する際に支払う賃金として、現実においても
一般的に用いられている手法である。また、医師の努力水準やその成果は後述で説明す
る概念でいうところの「観察可能であっても立証が不可能」であることも固定賃金モデ
ルを分析の基本とする理由である。 
 
2.1. モデル設定 
従業員雇用に関するホールドアップ問題は『プリンシパル・エージェント問題』
として捉えると理解しやすい。プリンシパル・エージェント問題は、最初に契約などを
提示する側をプリンシパルとし、それを受けた側であるエージェントが受けるかどうか
を決める構造となっている(奥野 2008)。 
  モデルの概要としては以下の通りである。まず事前準備として病院は従業員として
採用する医師を募集し、その応募者の中から面接などを経て採用候補者を選別する。そ
して、その採用候補者である医師へ病院が雇用条件を提示するところから本論文のモデ
ル分析を開始する。そして、その雇用条件を医師に受け入れられた場合に医師を雇用し、
その提供する努力水準により病院は収益を上げる。そして病院は医師に賃金を支払うと
ころでモデル分析は終了する。 
 
(1) 定義(努力水準𝐞)  エージェントはプリンシパルに雇用された場合は、努力水準eを
提供する。この努力水準eは一般的な労働を表し非負の値である。 
 
(2) 定義(契約履行)  エージェントが雇用条件通りの努力水準を提供する行動を「契約
履行」と呼ぶ。 
 
(3) 定義(機会主義的行動)  エージェントが契約履行しないことを「機会主義的行動」
と呼ぶ。 
 
(4) 定義(完全機会主義的行動)  機会主義的行動のうち、努力水準を全く提供しない行
動を「完全機会主義的行動」と呼ぶ。そしてこれをe0と表し、e0 = 0である。 
 
(5) 定義(不完全機会主義的行動)  完全機会主義的行動以外の機会主義的行動を「不完
全機会主義的行動」と呼ぶ。 
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2.1.1. プレイヤーとタイプ 
本論文では病院をプリンシパルとしてPで表し、採用する医師をエージェントとし
てA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)で表す。そしてAについている小文字の𝑖はタイプを表し、各タイプは以下の
通り仮定する。 
 
(1) 定義(𝐀𝐠)  タイプ g(good type)は、契約前は外部機会の利得と提示された雇用条件
の利得を比較して雇用条件の高い場合のみ契約を受諾するが、契約後は機会主義的
行動を一切取らず雇用条件通りに契約履行するタイプを表す。確率pで存在する。 
 
(2) 定義(𝐀𝐧)  タイプ n(normal type)は、契約前は外部機会の利得と提示された雇用条
件の利得を比較して雇用条件の高い場合のみ契約を受諾するが、契約後は常に自己
の利得を最大化するために契約履行、不完全機会主義的行動、完全機会主義的行動
のいずれかの行動を選択するタイプを表す。確率qで存在する。 
 
(3) 定義(𝐀𝐛 )  タイプ b(bad type)は、契約前は外部機会の利得と提示された雇用条件
の利得を比較して雇用条件の高い場合のみ契約を受諾するが、契約前から契約後も
終始一貫して「完全機会主義的行動」を取るタイプを表す。確率rで存在する。 
 
(4) 定義(機会主義者)  タイプ g のことを非機会主義者、タイプ n のことを不完全機会
主義者、タイプ b のことを完全機会主義者と呼ぶ。そして、タイプ n とタイプ b を
合わせて機会主義者と呼ぶ。 
 
(5) 仮定(𝐀𝒊(𝒊=𝒈,𝒏,𝒃))  エージェントには上記のタイプ g、タイプ n、タイプ b の 3 タイ
プのみしか存在しないと仮定する。ゆえに、p + q + r = 1となる。また、p, q, rは確
率であるためそれぞれ 0 >  p, q, r > 1となる。 
 
2.1.2. リスク選好 
 
仮定(リスク選好)  P, A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)いずれのプレイヤーもリスク中立的であり、かつ資産効
果が無い11と仮定する。 
よって、各プレイヤーの期待効用は期待値と同値となり、かつ各プレイヤーの利得を貨
                                                     
11 ミルグロム・ロバーツ(1997)によると、意思決定を行うとき、次の 3 つの条件が妥
当する場合のことを資産効果がないという。 
① 選択肢の変更に伴い必要な補償額が定義できる。 
② その補償額は資産の増加に伴って変化しない。 
③ 選択肢の変更に伴い発生する補償額の減少を吸収できるだけの資産を保有する。 
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幣額で表現することが可能となる。(ミルグロム・ロバーツ,1997) 
 
2.1.3. 収益関数𝐕(𝐞) 
 
定義(収益関数)  プリンシパルは自ら経済活動を行っており、エージェントの努力水準
eを投入し、V(e)を生産する。そして、このV(e)を収益関数と呼び、以下の性質を仮定す
る。 
 
仮定(収益関数)   収益関数V(e)は、以下の性質をもつ下記図 1 のような逓減する増加
関数(厳密な凹関数)を仮定する。 
 
V(e) ≧ 0 ,  V(0) = 0 ,  V′(e) > 0 ,  V”(e) ≦ 0 
 
2.1.4. 私的費用𝐂(𝐞) 
エージェントは努力水準eを提供するに当たり私的費用C(e)を支払う必要がある。
これは時間の消費や労力の消費を含めエージェントにとっての負効用に該当し、以下の
性質を仮定する。 
 
仮定(私的費用)  C(e)は任意のエージェントに共通で観察可能だが、立証はできない。
そして、以下の性質を持つ下記図 2 のような逓増する増加関数(厳密な凸関数)である。 
 
C(e) ≧ 0 ,   C(0) = 0 ,  C′(e) > 0 ,  C′(0) = 0 ,  C′′(e ) > 0 
 
 
図 1：収益関数𝐕(𝐞)のグラフ 
 
図 2：私的費用𝐂(𝐞)のグラフ 
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2.1.5. 雇用条件 
まず初めにプリンシパルはエージェント採用の募集を行い、その応募者の中から採
用候補者A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)を選択して雇用条件を提示する。この提案は「交渉の余地のない提案
(Take it or leave it offer)」であり、これにより問題をプリンシパルの利得の最適化問題
に変換でき、かつ情報の非対称性の下でパレート最適な取り決めをしていることと同値
となる(伊藤 2003)。 
 
2.1.6. 観察と立証 
奥野(2010)を参考に観察と立証について以下のように定義する。 
 
定義(観察)  観察不可能とは当該事象を契約に記載できないことを言う。これに対して
観察可能とは、契約に記載可能であることをいう。 
 
定義(立証)  立証とは、観察可能な事象を対象にするが立証可能と立証不可能があり、
立証不可能とは、客観的証拠を残すことができず、裁判などによる強制ができないこと
をいう。これに対し立証可能とは、裁判による強制が可能であることを言う。 
 
2.1.7. 賃金𝐰𝟏, 努力水準𝐞𝟏 
P はA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)に対して、雇用条件として賃金 𝑤1と求める努力水準𝑒1を提示する。こ
こで、wとeは以下を仮定する。 
 
仮定(観察と立証)   賃金wは、観察及び立証可能であるが、努力水準eは、観察可能であ
るが立証は不可能である。 
 
この努力水準は 1 章の病院の事例でいえば、担当患者数に当たり、これは病院内で
患者数の把握は可能であるが、契約書に記載できない12ため立証は困難である。また、
この仮定によって本論文では固定賃金を分析の基本とする。また、この雇用条件を提示
した時点ではまだA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)のタイプは不明である。さらに本章の固定賃金モデルにおい
ては、以下を仮定する。 
 
仮定(固定賃金)  賃金w1は契約後にエージェントがどのような行動をとっても変更で
きないものと仮定し、これを固定賃金(Fixed wage)と呼ぶ。 
 
                                                     
12 契約書に記載できないとは、雇用契約書に賃金支払いの条件として担当患者数を明
記することは法的に不可能ということである。努力義務として強制力の無い形での記
載であれば可能だが、その場合であっても本論文の分析には影響がない。 
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2.1.8. 留保利得 
A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)は提示された雇用条件を自身の外部機会から提示された雇用条件(留保利
得と呼ぶ)と比較して、利得の高い条件を選択し、提案を受諾または拒否する。この留保
利得は外部機会の賃金wr(> 0 の定数)と外部機会に求められる努力水準𝑒𝑟 (> 0 の定数
 )から構成され、wrとerは任意のエージェントで共通であるが、その留保利得はエージ
ェントごとに異なる。さらにwrも固定賃金であると仮定する。 
そして、Agは契約前も契約後も契約履行するため留保利得も外部賃金wrから外部
努力水準erに基づいて発生する私的費用C(er)を引いた純利得wr − C(er)となる。これに
対し、契約前後で一貫して完全機会主義的行動を取るAbは外部機会でどのような努力
水準が求められていたとしても完全機会主義的行動しか取らないため留保利得は外部
賃金wrのみとなり私的費用は影響しない。ゆえに、その留保利得はwrとなる。 
また、Anも自己の利得を最大化するため、留保利得はAbと同様に外部賃金wrのみ
となる。よって、その留保利得はAbと同じwrとなる。 
さらに、Agは留保効用が負である場合は、働かないことを選択するため、留保効用
については以下を仮定する。 
 
仮定(外部賃金)  全てのエージェントに共通の外部機会の賃金𝑤𝑟(>0の定数)は固定賃金
と仮定する。 
 
仮定(留保利得)  wr − C(er) = 0 と仮定し、利得比較の基準とする。 
 
以上の、エージェントごとの留保利得をまとめると表 5 となる。 
 
表 5：エージェントのタイプ別まとめ 
タイプ 略字 行動 確率 留保利得 
good Ag 契約履行(e1) p 𝑤𝑟 − 𝐶(𝑒𝑟) = 0 
normal An 任意のe ≧ 0 q wr 
bad Ab 完全機会主義的行動(e0) r wr 
 
2.1.9. 雇用条件の受諾または拒否 
  A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)はPから提示された雇用条件と留保利得を比較し、留保利得の方が高けれ
ば、提案を拒否してゲームは終了となる。逆に雇用された方が自身の利得が高ければ、
A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)は、契約を選択し雇用される。 
  A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)が提案を受託しPに雇用された場合は、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)とPは雇用契約を結ぶ。
しかし、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)は確率pで good type (Ag)であるが、確率qで normal type (An) , 確率
r で bad type (Ab)である。 
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2.1.10. 契約後の𝐀𝒊(𝒊=𝒈,𝒏,𝒃)の行動 
雇用契約締結後、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)  は以下の行動を取る。 
(1) 仮定(Agの行動)  Agは契約後に「契約履行」を行い、雇用条件通りの努力水準
を提供する。この際に、Agは努力水準e1に基づいた私的費用C(e1)を支払う。 
 
(2) 仮定(𝐀𝐧の行動)  Anは契約後に自己の利得を最大化するような努力水準 e を
提供する。この際に、Anは努力水準eに基づいた私的費用C(e )を支払う。 
 
(3) 仮定(𝐀𝐛の行動)  Abは契約後に「完全機会主義的行動」をとり、努力水準e0= 0
を提供する。この際に、Abは努力水準e0に基づいた私的費用C(e0) = 0 を支払う。 
 
2.1.11. 𝐀𝒊(𝒊=𝒈,𝒏,𝒃)の行動に対する P の反応 
P は契約締結後のA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)の行動に対して以下の反応をする。 
(1) 契約履行に対しては何の反応もせずゲームは終了する。 
(2) 機会主義的行動に対しては、エージェントを解雇するなどの「拒否」をするか、
機会主義的行動を「受容」するかのプリンシパル自身の利得の高いいずれかの
行動を選択する。いずれの行動を選択してもそこでゲームは終了する。 
 
2.1.12. P と𝐀𝒊(𝒊=𝒈,𝒏,𝒃)の利得 
P とA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)はゲーム終了時に以下の利得を得る。 
(1) 契約履行の場合 
A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)が契約履行した場合は、PはA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)の提供する努力水準 𝑒1に応じた収
益 V(e1)を得て、賃金 𝑤1 を支払う。よって、P が得られる利得は、 V(e1) − 𝑤1 
である。そして、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)は受け取った賃金w1から私的費用C(e1)を支払った残
額であるw1 − C(e1)を得る。 
(2) 不完全機会主義的行動を受容した場合 
An が不完全機会主義的行動を取った場合は努力水準は𝑒 となるため、生産さ
れるPの収益は V(e)となる。しかし賃金w1は立証可能であるため、Anに支払う
義務があるため、Pの利得はV(e) − w1となる。一方のAnは契約通り賃金w1を受
け取り、かつ支払う私的費用はC(e)であるため、得られる利得はw1 − C(e)とな
る。 
(3) 完全機会主義的行動を受容した場合 
A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)が完全機会主義的行動を取った場合は努力水準は𝑒0 = 0 となるため、
生産されるPの収益は V(e) = V(e0) = V(0) = 0 となる。しかし賃金w1は立証
可能であるため、A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)に支払う義務があり、P の利得は−w1となる。一方の
A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)は契約通り賃金w1を受け取り、かつ支払う私的費用はC(e0) = 0 である
15 
 
ため、得られる利得はw1となる。 
(4) 機会主義的行動を拒否した場合 
A𝑖(𝑖=,𝑛,𝑏)の機会主義的行動を拒否した場合は、A𝑖(𝑖=,𝑛,𝑏)を解雇するなどの拒否行
動の費用として、解雇費用 F(> 0の定数) が発生する。一方のA𝑖(𝑖=,𝑛,𝑏)も解雇
に伴う費用が発生するため、こちらも解雇費用 f(> 0の定数) が発生する。 
よって、PとA𝑖(𝑖=,𝑛,𝑏)の得られる利得は ( -F , -f ) となる。 
(5) 雇用条件を拒否した場合 
A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)が雇用条件を拒否した場合は、P が利得 0 を得て、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)は留保利
得を得る。 
 
2.1.13. 固定賃金モデルのゲームツリー 
以上をゲームツリーにまとめると、図 3 のようになる。ただし、自然はNで表し、
利得表は( Pの利得 , A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)の利得 )の順で表す。 
 
図 3：固定賃金モデルのゲームツリー 
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2.1.14. 分析に必要な仮定等の導入 
これから上記のゲームツリー構造による分析を行うが、分析のために必要な仮定等
を説明する。 
 
仮定(解雇費用 F)  解雇費用FはF > w1 が成立するほど十分大きいと仮定する。 
 
定理(固定賃金効果)13  固定賃金モデル下では、自己の利得の最大化を図る不完全機会
主義者Anは常に完全機会主義的行動e0を選択する。 
 
よって、この定理により固定賃金下ではAnの選択する行動は常に完全機会主義的
行動であり、これはAbの選択する行動と一致するため P からはA𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)の見分けはつか
ない。 
また、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)が雇用契約を受諾するには、「受諾した場合のA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏) の利得」≧
「拒否した場合のA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏) の利得」が成立することが条件となる。よって、これを『参
加制約 』と呼び、PC𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏) で表す。 
 
定義(参加制約) 𝐏𝐂𝒊(𝒊=𝒈,𝒏,𝒃) 
「受諾した場合のA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏) の利得」≧「拒否した場合のA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏) の利得」 
 
定理(固定賃金効果)より固定賃金下ではAnの選択する行動は常にAbと一致する。ゆ
えに、参加制約は以下の通りとなる。 
 
(PCg)： w1–  C(e1) ≧  wr–  C(er) =  0 ⇔  w1 ≧  C(e1) 
(PCn)及び(PCb)： w1 ≧  wr 
 
よって、Agは私的費用C(e)を含めた利得の大小を比較して雇用条件を判断するが、
A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)は賃金の大小のみで雇用条件を判断する。 
 
2.2. 対称情報の場合(ベンチマーク) 
まず初めに情報の非対称性が存在しない対称情報の場合を分析する。そして、この
分析結果をベンチマークとして、非対称情報の場合を分析し評価する。 
ここでいう対称情報の場合とは、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)のタイプは私的情報ではなく、Pはその
タイプを見て雇用条件の提示を行うことができることをいう。また、この時にAnに対し
て契約履行の強制はできないものとする。よって、定理(固定賃金効果)より、契約履行
                                                     
13 証明は Appendix P.44 に掲載した。 
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をするエージェントはAgのみであるため、PはAgのみを採用しその採用確率はpとなる。 
 
定義(対称情報)  Pは契約前にA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)のタイプを知ることが可能であるが、契約履行
の強制はできないため、PはA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)の採用に当たり、Agのみを採用する。そしてその
採用確率はpとなる。 
 
定理(最適解)14  固定賃金下で対象情報の場合、プリンシパルの利得を最大化する雇用
条件は V’(e∗) = C′(e∗) , w∗ = C(e∗) を満たすような(e∗, w∗)である。 
 
ゆえに、このときのPの期待利得はp[V(e∗) − C(e∗)]となる。そして、この(e∗, w∗)
をファーストベスト解、期待利得p[V(e∗) − C(e∗)] をベンチマークと定義する。 
 
定義(ファーストベスト解とベンチマーク) 対称情報の時に成立するPの利得が最大化
する雇用条件(e∗, w∗)のことをファーストベスト解(FB)と呼び、その時のPの期待利得
 p[V(e∗) − C(e∗)] をベンチマーク(BM)と呼ぶ。 
 
そして、対称情報の下での最適雇用条件であるファーストベスト解は下記の図 4 の
ような点となる。 
 
図 4：ファーストベスト解 
 
 
                                                     
14 証明は Appendix P.44 に掲載した。 
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2.3. 非対称情報の場合 
2.3.1. ホールドアップ 3 条件 
バックワードインダクション(backwards-induction)によってこのゲームを解いた
ときに、ホールドアップ問題となるには、以下の条件を満たす必要がある。これを『ホ
ールドアップ 3 条件』と定義する。 
 
定義(ホールドアップ 3 条件)  ホールドアップ問題が成立するには、受容条件、機会主
義条件、参加制約を満たす必要がある。これをホールドアップ 3 条件と呼ぶ。 
 
2.3.2. 受容条件 
PがA𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)の機会主義的行動を受容するのは、拒否するよりも受容した方がP自身
の利得が高いためである。そして、その理由は 1 章で述べた関係特殊的投資による準レ
ントが存在し現状維持の利得が高くなるためである。これを『受容条件(AC >  0)』と呼
ぶ。 
 
定義(受容条件)  AC = 受容の利得 - 拒否の利得 >  0 
 
A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)が機会主義的行動を選択した場合のPの最低の利得は完全機会主義的行動
e0による利得−w1であるため、Pの受容の利得の最低は、−w1となる。 
よって、AC =  −w1 − (−F) =  −w1 + F >  0 すなわち、F > w1のときに、受容条件
(AC > 0)を満たす。そして、仮定(解雇費用 F)より、常にAC > 0が成立する。 
 
2.3.3. 機会主義条件 
AC > 0 (受容条件)が成立している場合に、Anが機会主義的行動をとるのは、契約
履行(e1)を選択するよりも機会主義的行動(e ≠ e1)を選択した方が自身の利得が高くな
るためである。これを『機会主義条件(OC > 0)』と呼ぶ。 
 
定義(機会主義条件)  OC = 機会主義的行動の利得 - 契約履行の利得 > 0 
 
定理(機会主義条件)15  固定賃金モデル下ではAC > 0のとき、常に機会主義条件(OC >
0)が成立する。 
 
 
 
                                                     
15 証明は、Appendix P.45 に掲載した。 
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2.3.4. 機会主義者排除条件(Opportunist exclusion condition：OEC) 
情報の非対称性がある場合は定理(固定賃金効果)より、Anは契約後に常に完全機
会主義的行動を取る。よって、プリンシパルの利得最大化戦略は、Agのみを採用するこ
とである。ゆえに、PがA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)に提示する雇用条件はAgは受諾するが、A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)は拒否
するような条件である。そして、そのような雇用条件は、以下の二つの式を満たすもの
である。 
 
(1) Agの参加制約を満たす条件(PCg)：w1 ≧ C(e1) 
(2) A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)の参加制約を満たさない条件(¬PC𝑖(𝑖=𝑛,𝑏))：w1 <  wr 
 
よって、上記 2式が両立する条件は、以下となる。 
wr >  w1 ≧  C(e1) 
これを機会主義者排除条件と呼び、図 5 にその領域を示す。 
 
定義(機会主義者排除条件 OEC)  Agは参加するが、A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏) は参加しないような以下
の雇用条件を機会主義者排除条件(Opportunist exclusion condition：OEC)と呼ぶ。 
wr > w1 ≧   C(e1) 
 
図 5：機会主義者排除条件 
 
この雇用条件の意味は、A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)が自らの私的情報による自己選択の結果として、
Pの提示する雇用提案を拒否するというスクリーニングによる解決ということである。
Pは上記の条件(OEC)内で雇用条件を提示する限り、全ての機会主義者A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)を排除す
ることが可能となる。 
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2.3.5. 非対称情報下での求める最適解 
ここで、対称情報の場合と同様に最適解を求める。最適解は外部努力水準(er)とフ
ァーストベスト努力水準(e∗)の大小関係によって、以下の 2 つに場合分けする必要があ
る。 
 
(1) ファーストベストが外部努力水準よりも低い場合(e∗ < er) 
(2) ファーストベストが外部努力水準よりも高い場合(e∗ ≧ er) 
 
  この場合分けを病院経営の実務的視点で考察すると、外部努力水準(er)とは病院と
いう母集団の母平均とみなすことができる。ゆえに、ファーストベストが外部努力水準
よりも低い場合(e∗ < er)とは、プリンシパルの最適な努力水準（最適生産量）が母平均
未満ということである。そしてこれは、プリンシパルの生産性16が平均未満と推測でき
る。そして、逆に(e∗ ≧ er)の場合とは、プリンシパルの生産性が平均以上と推測できる。 
 
2.3.6. 𝐞∗ < 𝐞𝐫（生産性平均未満）のときの雇用条件 
ファーストベスト解である (e∗, w∗) は、e∗ < erの時は OEC 内に存在する。よっ
て、非対称情報下でもプリンシパルの利益を最大化する努力水準 e はファーストベス
ト解 e∗ と同じである。そして、これを図 6 に示す。また、この時のPの期待利得は
p[V(e∗) − C(e∗)]となる。 
 
図 6：𝐞∗ < 𝐞𝐫（生産性平均未満）のときの最適契約 
 
                                                     
16C(e)の傾きは共通であるため、V(e)の傾きが異なるということである。即ちA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)
一人当たりの収益が異なるということであり労働生産性の違いといえる。 
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2.3.7. 𝐞∗ < 𝐞𝐫（生産性平均未満）のときの評価 
ここで、e∗ < er のときのPの期待利得を評価する。評価方法は、ベンチマークから
e∗ < er のときのPの期待利得を引き、その残額をもって評価する。すなわちこの残額が
0に近ければ近いほどその採用戦略の期待利得はベンチマークに近いということになる。 
 
定義(対ベンチマーク減少利得)  ベンチマークからそのときのPの期待利得を引いた残
額のことを対ベンチマーク減少利得(対 BM 減少)と呼ぶ。 
 
e∗ < er のときの対ベンチマーク減少利得を調べると、期待利得は、 p[V(e
∗) − w∗]
であるため、以下の通りとなる。 
 
対ベンチマーク減少利得 = p[V(e∗) − C(e∗)] - p[V(e∗) − C(e∗)] = 0 
 
ゆえに、e∗ < er のときの期待利得はベンチマークと同じである。ゆえに生産性が
平均未満の病院は機会主義者を自然に排除することができる。以上の内容をベンチマー
クと比較して以下の表 6 にまとめる。 
 
表 6：𝐞∗ < 𝐞𝐫（生産性平均未満）のときとベンチマークの比較  
ベンチマーク 𝐞𝐫 > 𝐞
∗のとき 
情報 対象情報 非対称情報 
条件 なし e∗ < er 
OEC 不要 自然に満たす 
雇用条件 FB ( e∗, w∗ ) FB ( e∗, w∗ ) 
E[π] p[V(e∗) − C(e∗)] p[V(e∗) − C(e∗)] 
対 BM 減少 - 0 
OEC：機会主義者排除条件 FB：ファーストベスト E[π]：プリンパルの期待利得 
対 BM 減少：対ベンチマーク減少利得 
 
2.3.8. 𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫（生産性平均以上）のときの雇用条件 
e∗ ≧ erのときは、ファーストベスト解は OEC 外に存在する。よって、この場合の
プリンシパルの利得最大化の解は、以下の 2つのうちのどちらかである。 
 
(1) OEC を考慮して非機会主義者Agのみを採用して利得最大となる解 (er, wr) 
(2) OEC を無視して全てのタイプA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)を採用して利得最大となる解(e
∗∗ , w∗∗) 
 
上記二つの解をセカンドベスト解と呼ぶ。ただし、二つのセカンドベスト解による
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期待利得を比較して、どちらの利得が高いかを判定する必要がある。そして、プリンシ
パルが雇用条件として上記の(1)を選択することを採用戦略 F1、(2)を選択することを採
用戦略 F2 と定義する。 
 
定義(採用戦略 F1)  e∗ ≧ er の時に OEC を考慮して OEC 内で利得最大となる解
(er, wr)を雇用条件として提示することを採用戦略 F1 と呼ぶ。ただし、この雇用条件は
OEC を満たすためにほんの僅かだけerより低い努力水準を提示する。よって、AnとAb
の参加制約は満たしていないため、Agのみが採用される。 
 
また、採用戦略 F1 の解であるerはe
∗ ≧ erより、最適努力水準e
∗よりも低い努力水
準となり、Pの期待利得はp[V(er)–  C(er)]となる。そして、この解を図 7 に示す。 
 
図 7：採用戦略 F1(𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫) 
 
 
定義(採用戦略 F2)  e∗ ≧ er の時に OEC を無視して OEC 外で利得最大となる解(e
∗∗,
w∗∗)を雇用条件として提示することを採用戦略 F2 と呼ぶ。 
 
採用戦略 F2 の雇用条件は以下で示す通り、ファーストベスト解e∗よりも低い努力
水準となる。 
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定理(採用戦略 F2)17  採用戦略 F2 の提示雇用条件e∗∗はV’(e∗∗) = (
1
p
) C’(e∗∗)を満たすよ
うな解であり、かつファーストベスト解e∗よりも小さい努力水準となる。 
そして、この採用戦略 F2 の解を図 8 で示す。 
 
図 8：採用戦略 𝐅𝟐(𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫) 
 
 
2.3.9. 𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫（生産性平均以上）のときの採用戦略の評価のまとめ 
e∗ ≧ erのときの各採用戦略の考察結果を下記の表 7 にまとめる。なお、この評価の
計算の詳細については Appendix P.45 に掲載する。 
 
表 7：𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫（生産性平均以上）のときの各採用戦略の比較  
ベンチマーク 採用戦略 F1 採用戦略 F2 
情報 対象情報 非対称情報 非対称情報 
条件 なし e∗ ≧ er e
∗ ≧ er 
OEC 不要 考慮する 無視する 
雇用条件 FB ( e∗, w∗ ) SB ( er, wr ) SB( e
∗∗, w∗∗ ) 
E[π] p[V(e∗) − C(e∗)] p[V(er)–  C(er)] p[V(e
∗∗)] − C(e∗∗) 
対 BM 減少 - p{[v(e∗) − C(e∗)]
− [v(er) − C(er)]} 
≧ 0 
p{[V(e∗)– C(e∗)]  
–  V(e∗∗) –   C(e∗∗)} 
 + (1 –  p) C(e∗∗)} ≧ 0 
                                                     
17 証明は Appendix P.45 に掲載する。 
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OEC：機会主義者排除条件 FB：ファーストベスト SB：セカンドベスト 
E[π]：プリンパルの期待利得 対 BM 減少：対ベンチマーク減少利得 
 
上記を見ると、採用戦略 F1 は、努力水準がe∗からerへ減少したことによる利得の
減少が発生している。そして、採用戦略 F2 は、生産水準がe∗からe∗∗へ減少したことに
よる利得の減少と機会主義者に払う賃金による利得の減少が発生している。ゆえに、両
採用戦略ともにベンチマークよりも利得が低い。 
 
2.3.10. 採用戦略 F1 と採用戦略 F2 の比較 
ここで、採用戦略 F1 と採用戦略 F2 を比較し、どちらの期待利得が高いかを考察
する。そのために、採用戦略 F1 の期待利得から戦略 F2 の期待利得を引き、その残額の
符号を調べる。もし、その符号が正であれば、採用戦略 F1 の方が採用戦略 F2 よりも期
待利得が高いということになる。これは採用戦略 F1 のように努力水準を下げてでも、
機会主義者を排除した方が、排除しないときよりも期待利得が高くなるということであ
る。そして、これは機会主義者排除条件(OEC)を考慮したことによる経営改善効果と評
価できる。逆に符号が負であれば機会主義者排除条件を無視してでも、セカンドベスト
の努力水準e∗∗ を追求した方が期待利得は高いということになる。 
 
定義(判別式)  採用戦略 F1 の期待利得から採用戦略 F2 の期待利得を引く残額を判別
式と呼び D と表記する。そして D の符号によって以下の判断ができる。 
 
  D > 0 … 機会主義者排除条件(OEC)による経営改善効果あり 
D < 0 … 機会主義者排除条件(OEC)による経営改善効果はマイナス 
D = 0 … 機会主義者排除条件(OEC)は、経営に影響を与えない。 
 
2.3.11. 判別式の計算 
判別式を計算すると以下の通りとなる。 
 
判別式 D =  p{[V(er)–  C(er)]– [V(e
∗∗) −  C(e∗∗)]} + (1– p)C(e)∗∗ 
 
これはAgによる期待利得の差(努力水準er時の利得から努力水準e
∗∗時の利得の差
分)とAnとAbに支払う期待賃金の合計である。 
上記判別式Dについて考察すると、その符号はe∗∗とerの大小関係で決まる。また、
e∗∗は定理(採用戦略 F2)より0 ≦ e∗∗ < e∗を定義域として0 < p < 1 の値によって変動す
る。よって、pが 1 に近いときにe∗∗がe∗に近くなり、D < 0となる。そして逆に、pが減
少するとe∗∗およびV(e∗∗) − C(e∗∗)も減少するのでDは増加し、e∗∗ = erの時はD > 0であ
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る。ゆえに、erとe
∗の間にD = 0となるpの値（すなわちe∗∗の値）が存在する。そして、 
e∗∗, er, e
∗, D の関係を図で表すと図 9 の通りとなる。 
 
図 9：𝐞∗∗, 𝐞𝐫, 𝐞
∗, 𝐃 の関係 
 
 
2.3.12. 簡易モデルでの考察 
ここで、さらに以下の 2 つの仮定を設け、より簡易なモデルにて考察する。 
なお、考察の詳細は Appendix P.46 に示す。 
仮定（収益関数の簡易化）  V(e) =  e 
仮定(私的費用の簡易化)   C(e) =
ce2
2
 
 
(1) 生産性平均未満(𝐞∗ < 𝐞𝐫) のプリンシパルの場合 
  e∗ < er の場合は、最適解はファーストベスト解(e
∗, w∗ )であるため、期待利得
は、以下となる。 
E[π] =  p[V(e∗)– w∗] =  pπ∗ =
p
2c
  
 
これを図に示すと下記の図 10 となる。 
 
図 10：𝐞𝐫 > 𝐞
∗ の場合の期待利得 
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(2) 生産性平均以上 (𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫) のプリンシパルの場合 
  e∗ ≧ erの場合のプリンシパルの期待利得は、以下の通りとなる。 
採用戦略F1の期待利得  E[π(F1)] =  p (1 −
cer
2
) er  
採用戦略F2の期待利得  E[π(F2)] =
p2
2c
 
よって、 𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫の場合の各採用戦略の期待利得の関係を下記の図 11 に示す。 
 
図 11：𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫 の場合の期待利得 
 
これは、採用戦略 F1 は常にベンチマークを下回っているが、採用戦略 F2 の場合
は p がある値以上の場合は採用戦略 F1 によりも期待利得が高くなり、p=1 ではベンチ
マークと等しくなるということである。 
 
(Step 4)判別式 D=0 の軌跡 
さらに、採用戦略 F1 と採用戦略 F2 の期待利得の大小関係が入れ替わる判別式 D=0
の軌跡を求める。そして、その軌跡は図 12の通りとなる。 
D = 0 ⇔  p = − (
er
e∗
− 1)
2
+ 1 
 
 
 
 
 
 
 
27 
 
図 12：判別式𝐃 = 𝟎の軌跡 
 
この軌跡の縦軸は非機会主義者pの確率であり、横軸
er
e∗
はe∗ ≧ er下におけるe
∗とerの
一致度を表している。 
その意味は、縦軸のpが 0 に近いほど、排除すべき機会主義者の確率が高いため、
機会主義者排除による経営改善効果が高いということであり、横軸のerとe
∗の一致度が
高いほど、機会主義者を排除するために減少させた努力水準が少ないということであり、
こちらも機会主義者の排除による経営改善効果が高くなる。 
ゆえに図 12 の右下に近くなるほど、機会主義者を排除する採用戦略 F1 の経営改
善効果が高くなり、逆に左上に近づくほど、機会主義者を排除しない採用戦略 F2 の方
が期待利得が高くなるということである。 
  上記を実務面で考察すると、横軸
er
e∗
が低いということは病院の最適努力水準（最適
生産量）が外部機会の生産量をはるかに凌駕しているということであり、これは医師の
努力水準に対して生み出される収益が大きいということであり、(労働)生産性が高いと
いうことである。このような病院とは、大学病院や大規模病院など高度先進医療を担う
医療機関であることを示している。このような高度先進医療機関においては縦軸である
非機会主義者の採用確率pがどのような値であっても機会主義者を無視して自院の最適
な生産量を追求した方が良いということである。実際にこのような大病院においてはフ
リーライダー的な機会主義者が多数存在するが、逆にそのような機会主義者にフリーラ
イドさせる余力もある。 
これとは逆に自身の最適生産量が外部機会の生産量水準とほぼ等しいような医療
機関は、 e∗ ≧ er（生産性平均以上）ではあるが、
er
e∗
が 1 近ければ近いほど平均的な医療
機関ということである。よって、このような医療機関にとっては僅かな機会主義者に対
しても厳しく排除した方が医療機関の利益が高くなるということである。 
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2.4. 固定賃金モデルによる分析のまとめ 
(1) 固定賃金下では定理(固定賃金効果)が成立するため、Anは常に完全機会主義的
行動(e0)を選択する。このため、契約前も契約後もAnと Abの行動は完全に同一
となり、Pからは見分けることができない。 
(2) Agの参加制約(PCg): w1 ≧ c(e1)とA𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)の参加制約PC𝑖(𝑖=𝑛,𝑏): w1 ≧ wrは異な
るため、Pが求める努力水準e1と外部機会の努力水準erの大小関係で参加者が
決定される。即ち、e1 ≧ erであれば、A𝑖(𝑖=𝑛,𝑏)の全員が参加するが、e1 < erだ
とAgのみが参加する。 
(3) 情報の非対称性が存在しない場合は、P の利得を最大化する雇用条件は 
V′(e∗) = C′ (e∗)  , w(e∗) = C(e∗) を満たすような(e∗, w∗)である。そして、この
解をファーストベスト解(FB)と呼び、その期待利得をベンチマークと呼ぶ。 
(4) 非対称情報の下で P の利得を最大化する雇用条件は、ファーストベスト解と外
部機会の努力水準の大小関係によって場合分けが必要である。すなわち、e∗ <
er の場合と e
∗ ≧ er の場合である。 
(5) ファーストベスト解e∗が外部努力水準erより低い場合 (e
∗ < er) は、ファース
トベスト解e∗を雇用条件として提示すれば機会主義者は自然に排除される。こ
れは、機会主義者が自己選択によって雇用条件を拒否するためである。そして
この場合は、対称情報と同じPにとって理想的な雇用条件(ファーストベスト解)
を実現し、その期待利得はベンチマークを実現できる。 
(6) ファーストベスト解e∗が外部努力水準erより高い場合 ( e
∗ ≧ er) は、機会主義
者の排除を考慮した(er, wr)を提示してAgのみ採用する採用戦略 F1 と機会主義
者の排除を無視して全てのエージェントA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏) を採用し、その場合のPの利
得最大化解(e∗∗, w∗∗)を雇用条件として提示する採用戦略 F2 のいずれかが最適
な採用戦略となる。しかし、いずれの採用戦略も期待利得はp < 1よりベンチ
マークよりも低いものとなる。 
(7) 採用戦略 F1 と採用戦略 F2 のどちらの方が期待利得が高いかについては判別
式 D の符号によって決まる。p(Agの採用確率)が低い場合または、erとe
∗の一
致度が高い場合は、採用戦略 F1 すなわち、機会主義者を排除するような雇用
条件を提示する戦略の方がPの期待利得は高くなる。 
(8) 実務的視点で解釈すると、大学病院や大規模病院などの高度先進医療機関は機
会主義者の存在など全く無視して自らの最適生産量を追求することが最善で
ある。逆に生産性が平均程度のその他多数の一般医療機関はほんのわずかな機
会主義者に対しても厳しく排除していく方が利益改善につながるということ
である。 
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3. 投資によるエージェントの負担軽減策 
ここでは、固定賃金モデル下においてエージェントの私的費用削減のために、プリ
ンシパルが設備投資などの何らかの事業投資を行うことの効果を考察する。ここでの投
資は、エージェントの努力水準とは無関係な固定費として私的費用を削減する私的費用
の固定費削減投資を考察する。なお、この分析において投資をプリンシパルの費用とし
て扱っているが、これは減価償却費や借入金利子など期間費用として処理できる事業投
資を考察している。 
 
3.1. モデル設定 
P が固定賃金下で事業投資 T>0（定数）を行うことで、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)の私的費用がɤT
減るとする。ただし、ɤはɤ＞1を満たす投資効果係数とする。そして、この投資はエー
ジェントを採用した場合のみ行うと仮定する。 
 
この投資の病院経営実務での具体例を挙げると、職員用の駐車場などを整備してマ
イカー通勤を可能にするなど通勤アクセスの向上策や、職員への学術データベースの無
償提供や、医療行為上の過失責任に対する保険である責任賠償保険の保険料の法人支払
いなどの努力水準eに連動しない職員の負担軽減策が挙げられる。 
 
以下で、本投資の考察を述べるが詳細は Appendix P.48 に掲載し、結果と考察の
み本文に掲載する 
 
3.2. 対称情報の場合(ベンチマーク) 
この投資によって、ファーストベスト解とベンチマークも以下のように変化する。 
 
FB = (e∗, w∗ − ɤT) , BM = pπ∗ = p[V(e∗) − C(e∗)] + p(ɤ − 1)T 
 
よって、努力水準は不変だが、ベンチマークはp(ɤ − 1)T 増加した。この投資の効
果を下記の図 13 に示す。 
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図 13：固定費削減投資の効果 1 
 
 
3.3. 非対称情報の場合 
3.3.1. 𝐞∗ < 𝐞𝐫（生産性平均未満）の場合 
上記のベンチマークが増加したことにより上記のベンチマークが増加したことに
よりベンチマークと期待利得が等しいe∗ < erの場合の期待利得も同じだけ増加する。ま
た、Agの参加制約がɤT減少したことにより機会主義者を排除する OEC の範囲が拡大す
る。ゆえに新しい OEC の上限解をer2とすると、ファーストベスト解を追求できる OEC
の範囲がer > e
∗からer2 > e
∗に拡大する。これを下記の図 14 で示す。 
図 14：固定費削減投資の効果 2 
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3.3.2. e∗ ≧ er2の場合（生産性平均以上） 
さらに、e∗ ≧ er2の場合についても考察する。それは、この投資によって採用戦略
F1 と採用戦略 F2 の優位性に変化があるかどうかである。そして、この投資によって、
各採用戦略の期待利得は以下に変化する。 
 
投資後の採用戦略F1の期待利得：E[π(F1)] =  p[V(er2) − C(er)] − pT 
投資後の採用戦略F2の期待利得：E[π(F2)] = p[V(e∗∗)] − C(e∗∗) + (ɤ − 1)T 
 
この投資によって、採用戦略 F1 はp[V(er2) − V(er)] − pT、採用戦略 F2 は(ɤ − 1)T
だけ投資前より期待利得が増加している。ただし、採用戦略 F1 の期待利得はV(er2) −
V(er) > T が投資による利得増加の条件となっている。 
 
3.3.3. 判別式への影響 
よってF1とF2の優位性を評価する投資後の判別式は、以下となる。 
 
投資後D = p{[V(er2)–  C(er)]– [V(e
∗∗) −  C(e∗∗)]} + (1– p)C(e∗∗) − (ɤ − 1 + p)T 
 
ゆえに、p[V(er2) −  V(er)] > (ɤ − 1 + p)T のとき、 投資後 D > 投資前 D となり、
投資の結果、F1 が F2 より優位になる範囲が増える。ただし、採用戦略 F1 の期待利得
が投資によって増加するのはV(er2) − V(er) > Tの範囲のみである。 
 
これは、採用戦略 F1 のときは投資によって努力水準がerからer2へ増加するため、
その収益の増加額が投資によるエージェントの私的費用の減少額以上であるときは、投
資によって採用戦略 F1 の優位性が高まるということである。 
 
これを、実務的視点で解釈すると、採用戦略 F1 を選択するような生産性がわずか
に平均以上の病院は、私的費用削減の投資Tを行うことによって、一定の範囲内
(V(er2) − V(er) > T)であれば生産性が向上(er → er2)し、期待利得が向上するというこ
とである。その他の病院はエージェントの私的費用削減分から投資費用を引いた額
((ɤ − 1)T)の利得が向上するということになる。 
 
3.4. 投資によるエージェントの負担軽減策のまとめ 
(1) この投資によってベンチマークとe∗ < er（生産性平均未満）の場合は、p(ɤ − 1)Tだ
け、すわなち非機会主義者Agの私的費用削減分の利得が増加する。 
(2) それに対して採用戦略 F2 は機会主義者も採用するため、全タイプのエージェント
の私的費用減少分の利得(ɤ − 1)Tの増加が見込める。 
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(3) さらに、採用戦略 F1 は努力水準の増加に対応した利得p[V(er2) − V(er)] − pTの増
加が見込める。 
(4) 特に採用戦略 F1 は収益の増加額が投資によるエージェントの私的費用の減少額以
上であるときは投資前より採用戦略 F2 に対する優位性が上昇する。 
(5) 実務的視点で解釈すると、生産性がわずかに平均以上の病院が特に投資の効果が高
く、一定の範囲内で生産性が向上し、期待利得が向上する。その他の病院は一般的
な投資効果分の利得が向上するということになる。 
 
4. 変動賃金モデルによる分析 
ここで、2 章の固定賃金モデルの分析結果より、適切なインセンティブを与えるこ
とで不完全機会主義者を働かせ、Pの利得が改善できないかを分析する。そのため、固
定賃金モデルの一部を変更し、変動賃金モデルを導入し分析を行う。 
 
4.1. モデル設定 
 
仮定(変動賃金)  エージェントの提供した努力水準eに対応して変動する賃金w(𝑒) =
𝛼 +  𝛽𝑒 を変動賃金(Variable wage)と呼ぶ。この𝛼 , 𝛽 は定数であり雇用条件として提
示後は変更できないものと仮定する。さらに𝛼 は負の値も取り得るが、𝛽 は非負の値の
みとする。 
 
仮定(立証可能な努力水準𝐞)  固定賃金モデルと異なり、努力水準eは観察可能かつ立
証可能であると仮定する。 
 
仮定(外部賃金𝐰𝐫)  外部賃金は、固定賃金モデルと同様に固定賃金wrと仮定する。 
 
上記の仮定変更に伴い、プレイヤーの利得は以下のように変わる。 
 プリンシパルの利得：V(e)–  w(e)  =  V(e)–  α –  βe 
 エージェントの利得：w(e) –  C(e) =  α +  βe –  C(e) (但し、e0 = 0の時はw(e) =  α) 
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4.1.1. 変動賃金モデルのゲームツリー 
以上をゲームツリーにまとめると、図 15 のようになる。 
図 15：変動賃金モデルのゲームツリー 
 
4.1.2. 分析に必要な仮定等の導入 
定理(変動賃金効果)18  変動賃金によってAnはe0以外のβ = C
’(e)となるような努力水
準eを選択する。 
また、変動賃金のときの参加制約は、定義(参加制約)および定理(変動賃金効果)よ
り以下の通りとなる。 
(PCg)：w(e1)–  C(e1) ≧  wr–  C(er) = 0 ⇔ w(e1) ≧  C(e1) 
(PCn)：w(e)–  C(e) ≧  wr  ⇔  w(e) ≧  C(e) +  wr 
(PCb)：α ≧ wr 
 
このように、固定賃金時とは異なりAnの参加制約がAbの参加制約とは相違するこ
とになり、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)全員の参加制約が異なるようになった。これは、参加制約の違いを
用いてA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)に提示賃金でのスクリーニングできるようになったということである。 
                                                     
18 証明は Appendix P.49 に掲載する。 
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4.2. 対称情報の場合(ベンチマーク) 
定義(対称情報)より、PはA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏) の採用に当たり、各タイプが観察可能であり全
てのタイプから選択できるためA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)を採用する。そしてAgとAnにそれぞれ異なる雇
用契約を提示する。よって、その雇用条件は以下の定理が示す通りとなる。 
 
定理(変動賃金最適解)19  変動賃金下で対称情報の場合、Pの期待利得を最大化する雇
用条件の努力水準は固定賃金時のファーストベスト解と同じ e∗であり、賃金は Agおよ
び Anそれぞれの参加制約を満たした wg
∗ = α∗ + β∗e∗ と wn
∗ = α∗ + β∗e∗ + 𝑤𝑟 になる。た
だし、α∗ = C(e∗) − β∗e∗ , β∗ =  C’(e∗)であり、かつwg
∗は一意ではなく、(e∗, wg
∗)を満たす
ようなすべての雇用条件を含むが、その一例としてwg
∗ = α∗ + β∗e∗とする。 
 
上記より、変動賃金モデルにおける対称情報時のPの期待利得は、以下となり固定
賃金時のベンチマークよりもq[V(e∗) − C(e∗) − C(er)]増加する。 
 
p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] 
 
そしてこれをベンチマーク 2(BM2)と呼び、この解を下記に図 16 で示す。 
 
図 16：変動賃金時のファーストベスト解 
 
 
 
                                                     
19 証明は Appendix P.34 に掲載する。 
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4.3. 非対称情報の場合 
4.3.1. ホールドアップ 3 条件 
定義(受容条件)、定義(機会主義条件)及び定義(参加制約)に従い、変動賃金モデル
においてもホールドアップ 3 条件を考察する。 
 
4.3.2. 受容条件 
受容条件 AC を求めると、AC = 受容の利得 - 拒否の利得 >  0より、 
AC = [V(e) − w(e)] − (−F) > 0   ∴F > −[V(e) − w(e)] のときに、受容条件(AC > 0)が
成立する。そして、V(e) − w(e)が最も低いのはe0のときであり、そのときは、AC = −α +
Fとなる。ゆえに、F > αのときに受容条件(AC > 0)が成立する。 
よって、仮定(解雇費用 F)より、変動賃金モデルにおいても受容条件は成立する。 
 
4.3.3. 機会主義条件 
変動賃金時の機会主義条件を考察すると、定理(変動賃金効果)よりAnは完全機会
主義的行動以外の行動を選択する。 
 
4.3.4. プリンシパルの利得が最大化する採用戦略 
ここで、対称情報の時と同様に非対称情報の場合の最適解を求める。求める解は以
下の 3 つである。この 3 つの採用戦略は主にAnをどう扱うかによって分かれている。 
 
(1) 採用戦略 V1：Agのみを採用する戦略 
(2) 採用戦略 V2：AgとAnを採用する戦略(1)モラルハザード利用 
(3) 採用戦略 V3：AgとAnを採用する戦略(2)情報レント支払 
 
上記の 3 つの採用戦略のうち、プリンシパルの利得が最大になる採用戦略はどれか
について以下で考察を行う。 
ただし、採用戦略 V1 と採用戦略 V3 については先行研究などにより変動賃金が立
証可能であればホールドアップ問題の抑止は自明な考察であるため詳細は Appendix 
4.3 以降に記載する。 
しかしながら、採用戦略 V2 については、エージェントにあえてホールドアップさ
せた方がプリンシパルの利得が改善する可能性が存在するという新しい知見が得られ
たため、以下では採用戦略 V2 をベンチマーク 2、採用戦略 V1、採用戦略 V3 と比較さ
せて考察する。 
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4.3.5. 採用戦略 V1 (𝐀𝐠のみを採用する戦略) 
第 1 の戦略は固定賃金時と同様にファーストベスト解(e∗, w∗)を雇用条件として提
示し、Agのみ採用する戦略である。そして、この戦略は固定賃金時にはe
∗ < erの場合に
しか成立しなかったが、変動賃金時にはe∗ ≧ erの時にも成立する。 
 
定理(採用戦略 V1)20  Pは、対称情報下でAgに提示した雇用条件であるファーストベス
ト解(e∗, w∗)と同じ雇用条件を提示すれば、Agのみを採用できる。そしてこれは、e
∗が
定義域内のどのような値をとっても成立する。 
 
そして、採用戦略 V1 の期待利得は、E[π(V1)] = p[V(e∗) − C(e∗)]となり、その雇用
条件を下記の図 17 で示す。 
 
図 17；採用戦略 V1 の雇用条件(𝐀𝐠ファーストベスト解) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                     
20 証明は Appendix P.36 に掲載する。 
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4.3.6. 採用戦略 V2(𝐀𝐠と𝐀𝐧を採用する戦略(1)モラルハザード利用) 
第 2 の戦略はAgとAnの両方を採用する戦略である。ただし、情報の非対称性より
プリンシパルにはエージェントのタイプを見分けることができない。また、両者の無差
別曲線は交わらないためシグナリングによる選別はできない。 
ゆえに、プリンシパルは定理(変動賃金効果)より、Anが契約後に自身の利得を最大
化するeを選択するというモラルハザードが発生することを予測して雇用条件を設計す
る。この解はエージェントにあえてホールドアップさせた方がプリンシパルの利得が改
善する可能性が存在するという新しい知見であり、先行研究などにはない解である。 
 
定理(採用戦略 V2)21  (e∗ , w∗)を通り、かつ(PCn)と接点(en, wn)で接する接線を w =
 αn +  βneとすると、以下の式を満たす解0 < enが存在する。 
[βne
∗ −  C(e∗)] − [βnen − C(en)] + wr = 0  ,  βn = C
’(en) 
そして、この雇用条件(e∗, wn)をセカンドベスト１(SB1)と呼ぶ。 
 
よって、採用戦略 V2 のPの期待利得は、以下となる。 
E[π(V2)] =  P[V(e∗) − C(e∗)] +  q[V(en) − C(en) − C(er)] 
 
上記式右辺の第 1 項は常に正になるが、第 2 項は正負両方の場合がある。そして、
採用戦略 V2 の雇用条件を下記の図 18 に示す。 
 
図 18：採用戦略 V2 の雇用条件(𝐞∗＞𝐞𝐫のときのみ成立) 
 
                                                     
21 証明は Appendix P.53 に掲載する。 
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4.3.7. 採用戦略 V3 (𝐀𝐠と𝐀𝐧を採用する戦略(2)情報レント支払) 
本戦略は対称情報時にAnに提示した雇用条件をA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)に提示し、両エージェント
にファーストベスト解の努力水準を選択させる戦略である。しかし、P はAgとAnを見分
けることができないため、参加制約の低いAgにも参加制約の高いAnと同じ賃金を提示
して、余剰賃金22を支払う必要がある。 
 
定理(採用戦略 V3)23  提示する雇用条件はα∗ = C(e∗) − β∗e∗ , β∗ =  C’(e∗)を満たす
(e∗, α∗ + wr + β
∗e)であり、このときA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)は努力水準e
∗を提供し、賃金として 
α∗ + wr + β
∗e∗ = C(e∗) + C(er)を支払う。 
 
よって、Pの期待利得E[π(V3)]は以下の通りとなる。 
 
E[π(V3)] = (p + q)[V(e∗) − wn
∗ ]= (p + q)[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] 
 
また、この雇用条件(e∗, wn
∗)をセカンドベスト解(SB)と呼び、この雇用条件を下記
の図 19 に示す。 
 
図 19：採用戦略 V3 の雇用条件 
 
 
 
 
                                                     
22 一般的にはこのような余剰を「情報レント」という。 
23 証明は Appendix P.54 に掲載した。 
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4.3.8. 採用戦略 V1、V2、V3 の評価 
各採用戦略の評価については 4.3.4 で述べた理由により本文では省略し、
AppendixP.55 に掲載する。 
 
4.3.9. 各採用戦略の比較 
変動賃金モデルにおける各採用戦略の考察結果を以下の表 8 にまとめる。 
 
表 8：変動賃金モデルの各採用戦略の比較表  
BM2 採用戦略 V１ 採用戦略 V2 採用戦略 V3 
情報 対象情報 非対称情報 非対称情報 非対称情報 
条件 なし なし e∗ > er なし 
採用対象 Ag Ag Ag& An Ag& An 
雇用条件 FB (e∗, wg
∗&wn
∗ ) FB (e∗, w∗) SB1(e∗, wn) SB (e ∗, w
∗∗) 
E[π] p[V(e∗) − C(e∗)]
+ q[V(e∗)
− C(e∗) − C(er)] 
p[V(e∗) − C(e∗)] P[V(e∗) − C(e∗)]
+  q[V(en)
− C(en) − C(er)] 
(p + q)[V(e∗)
− C(e∗) − C(er)] 
対 BM2 
減少 
― −q[V(e∗)
− C(e∗) − C(er)] 
q(π∗ − πn) −pC(er) 
FB：ファーストベスト SB：セカンドベスト E[π]：プリンパルの期待利得 
対 BM2 減少：対ベンチマーク 2 減少利得 
 
4.3.10. 判別式 
採用戦略V2と採用戦略V3の優位性を示す判別式についても同様にAppendix P.56
に掲載する。 
 
4.3.11. 簡易モデルでの考察 
以下では、固定賃金時と同様の簡易モデルにてさらなる考察を行う。なお、計算の
詳細は Appendix P.57 に掲載し以下ではその結果のみ掲載する。 
 
ここで、各戦略を p,q,π の 3 次元グラフ24にすると、以下の図 19～22 となる。 
 
 
 
                                                     
24 Abの採用確率 r は上記グラフでは 0 とし表現している。r を考慮する場合は横軸 q
と奥行き p の定義域の最大値を 1 から 1-r に変更すればよい。 
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図 19：ベンチマーク 2のグラフ 
 
図 20：採用戦略 V1 のグラフ 
 
図 21：採用戦略 V2 のグラフ 
 
図 22：採用戦略 V3 のグラフ 
 
これらの 3 次元グラフを比較すると、その違いはAnの採用確率 q が高い時に明確
に表れている。q が 0 の場合は、V2 はベンチマーク 2 を達成できるが、V3 は情報レン
ト支払分だけベンチマーク 2 よりも利得が低い。それに対して q が 1 の場合は V3 はベ
ンチマークを達成できるが、V2 はAnの機会主義的行動による利得減少分ベンチマーク
2 よりも利得が低い。よって、この問題はAgとAnの期待利得のトレードオフの問題と同
値である。よって、機会主義者Anの採用確率 q の予測によって選択すべき最適な採用
戦略が決定される。 
上記を実務的視点で解釈すると、まず V2 の成立条件e∗ > er が成立するような高
度先進医療機関では V2 が選択可能となるので戦略の幅が広がる。対して他の医療機関
の選択肢は V1 か V3 のみである。この場合、利益を安定的に出せる戦略は V3 である。
V3 であればAnの採用確率が増えても利得は減少しないためである。そのような意味で
その他の医療機関はリスクの低い採用戦略 V3 を選択した方が良いと予測する。 
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4.4. 変動賃金モデルによる分析のまとめ 
(1) 変動賃金を導入することでAnが完全機会主義以外の行動を選択するようにな
った。そして、Anが選択する努力水準は変動賃金の変動部分の傾き β と限界
私的費用C’(e)が一致する値になる。 
(2) 上記の変動賃金の効果によりAnの参加制約も変更されA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)の 3 者の参加
制約が異なるようになった。これにより、提示賃金の違いによってA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)
を完全にスクリーニングできるようになった。 
(3) 対称情報の場合は、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)をそれぞれの参加制約を等号で満たす最適な賃金
を個別に提示することができる。これによって変動賃金のベンチマーク 2 は
固定賃金時のベンチマークよりも高い期待利得となる。 
(4) 非対称情報の場合は、Anをどのように取り扱うかによって採用戦略 V1~V3 の
3 つの戦略に分かれる。Anを採用しないでAgのファーストベスト解を追求す
る採用戦略 V1、Anを採用しつつAgのファーストベストも追及する採用戦略
V2、Anのファーストベストを追求してAgには情報レントを支払う採用戦略
V3 の 3 つである。 
(5) 特に採用戦略 V2 はe∗＞erの場合しか成立しないが、エージェントにあえてホ
ールドアップさせた方がプリンシパルの利得が改善する可能性が存在すると
いう新しい知見であり、先行研究などにはない解である。 
(6) 簡易モデルにおいて 3 次元グラフで BM2 から採用戦略 V3 までの 4 種類の期
待利得を比較した。するとAnへの対応をどうするかによって採用戦略の選択
が分かれる事が見えてくる。すなわち、Anの採用確率 q がAgの採用確率 p と
比較して相対的にどの程度高いかによって各戦略の優劣が変わってくる。つ
まり、AgとAnの期待利得のトレードオフの問題ということになる。 
(7) 実務的視点で解釈すると、採用戦略 V2 の成立条件e∗ > er が成立するような
高度先進医療機関では全体的には最適生産量e∗を追求しつつ機会主義者には
機会主義的行動を取らせても高い期待利得が達成できることを示している。
対して他の一般医療機関の選択肢は採用戦略 V1 か V3 のみであるため、An
の採用確率が増えても利得が減少しない採用戦略 V3 を選択してリスクの低
くする選択をした方が良いと予測する。 
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5. 結論 
固定賃金ではエージェントの機会主義的行動を制限できず、プリンシパルの対抗手
段は参加制約の違いを利用したスクリーニングを行い、機会主義者を採用しないことで
ある。これは、常識的な感覚とは異なり機会主義者の参加制約が高いことから導かれる。
よって、機会主義者のスクリーニングにとって重要な指標となるのは外部機会の賃金で
ある。外部機会の賃金が機会主義者を採用しないための賃金の上限となる。ただし、機
会主義者を排除するために生産性を犠牲にすることは必ずしも最適な結果を生まない。
そして、大学病院や大規模病院など高度医療先進医療機関は機会主義者の存在など全く
無視して自らの最適生産量を追求することが最善である。逆に、その他多数の医療機関
はほんのわずかな機会主義者でも厳しく排除していくことが利益率向上につながる。 
固定賃金下でエージェントの負担軽減になる投資を行うと、通常はその私的費用削
減分だけプリンシパルの期待利得は向上するが、生産性がわずかに平均以上の病院は投
資の効果が特に高く、一定の範囲内で生産性が向上し、その分の期待利得も向上する。 
変動賃金下では、自己の利得を最大化する不完全機会主義者の行動は適切なインセ
ンティブを与えることでプリンシパルがコントロール可能となる。これにより、プリン
シパルの期待利得は固定賃金よりも改善する。しかしながら、改善の幅は変動賃金の導
入によって働くようになった不完全機会主義者をどう扱うかによって異なる。特に本論
文ではエージェントにあえてホールドアップさせた方がプリンシパルの利得が改善す
る可能性が存在するという先行研究にはない新しい知見を提示した。これは、高度先進
医療機関では全体的には最適生産量を追求しつつ機会主義者には機会主義的行動を取
らせても高い期待利得が達成できることを示している。対して他の一般医療機関はこの
戦略をとることができないため、リスクの低い採用戦略を選択した方が良い。 
  本論文の残された問題と今後の展望としては以下がある。本論文では現状の医療機
関で一般的な固定賃金モデルを基本モデルとして考察したが、このモデルに対応した施
策は他にも多数ある。これをゲーム理論や契約理論の知見を活用してさらなる応用が可
能である。また、本論文では変動賃金について努力水準を観察立証可能とした決定的モ
デルにて考察したが、より現実的である努力水準は観察立証不可能だかそこから生み出
される成果が観察立証可能とした確率的モデルにて考察することも必要である。さらに
は、本論文の理論モデルの妥当性について計量的な実証研究を行うことも必要である。 
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Appendix 
 
P.16 定理(固定賃金効果) 
固定賃金モデル下では、自己の利得の最大化を図る不完全機会主義者Anは常に完全機
会主義的行動e0を選択する。 
 
(証明) 
仮定(Anの行動)よりAnは自身の利得w1 − C(e)を最大化する。そしてここで、w1は固定
賃金であるため、利得w1 − C(e)は努力水準eの減少関数となる。ゆえに、利得を最大と
するのはC(e)＝0となるe0 = 0である。                    ■ 
 
 
P.17 定理(最適解) 
固定賃金下で対象情報の場合、プリンシパルの利得を最大化する雇用条件は V’(e∗) =
C′(e∗) , w∗ = C(e∗) を満たすような(e∗, w∗)である。 
 
(証明)： 
(Step 1)問題の定義 
プリンシパルの期待利得E[π] を最大化する提示賃金w1は、Agの参加制約(PCg)を制約
条件としてE[π]の最大化するようなeで定まる。ゆえに、以下の制約条件付き最大化問
題を解けばよい。 
Max  p[V(e) –  w(e)] 
subject to (PCg)： w(e) –  C(e) ≧  0 
e , w(e), C(e) > 0 
 
(Step 2)制約条件の等号成立 
ここで、仮に最適契約(e, w)でw(e) −  C(e)が厳密な不等号で成立すると仮定する。する
と、w − C(e) > 0となり、プリンシパルはwを(PCg)を満たす範囲で少し下げることによ
って自身の期待利得を増加させることができる。そしてこれは、(e, w)が最適契約であ
ることと矛盾する。よって、最適契約はw(e) –  C(e) = 0を満たさなければならない。 
 
(Step 3)最大化問題の解決 
よって、上記最大化問題の解の 1 階の条件は、次のようになる。 
d
de
E[π] =
d
de
p[V(e)–  w(e)] =  V’(e∗)–  C’(e∗) =  0 
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そして、これを解くと、V’(e∗) = C’(e∗)及びw(e∗) = w∗ = C(e∗)となる。また、これは
V”(e∗) < 0 , C”(e∗) > 0より 2 階の条件も満たす。 
よって、Pの期待利得を最大化する雇用条件(e∗,w∗)が求められた。        ■ 
 
 
P.18 定理(機会主義条件) 
固定賃金モデル下ではAC > 0のとき、常に機会主義条件(OC > 0)が成立する。 
 
(証明) 
OC =  w1 − C(e) − [w1 − C(e1)] = C(e1) − c(e)であるため、C(e1) > C(e)のときにOC > 0
が成立する。                                ■ 
 
 
P.23 定理(採用戦略 F2) 
採用戦略 F2 の提示雇用条件e∗∗はV’(e∗∗) = (
1
p
) C’(e∗∗)を満たすような解であり、かつフ
ァーストベスト解e∗よりも小さい努力水準となる。 
 
(証明)： 
定理(最適解)で示した通り、Agの参加制約(PCg)は等号で成立する。ゆえに、(PCg): w =
 C(e ) を満たすPの期待利得E(π)は、以下となる。 
 
E(π) = p(V(e)–  w) − (1 – p)w = pV(e) − w = pV(e) − C(e) 
 
ゆえに、最大化の 1 階の条件は、以下となる。 
d
de
 E(π)  =  pV’(e∗∗)  −  C’(e∗∗)  =  0  ∴ pV′(e∗∗) = C′(e∗∗) 
よって、 0 < p < 1より、V’(e∗∗) = (
1
p
) C’(e∗∗)となる。 
そして、(
1
p
) > 1 、V(e)は減少関数、C(e)は増加関数であるため、e∗ >  e∗∗ となる。■ 
 
 
P.23 𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫（生産性平均以上）のときの採用戦略の評価 
採用戦略 F1 の評価 
採用戦略 F1 の評価をするために、対ベンチマーク減少利得を調べると、採用戦略
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F1 の期待利得は、p(V(er)– C(er))であるため、以下の通りとなる。 
 
対ベンチマーク減少利得 = p[V(e∗)– C(e∗)] – p[(V(er)– C(er)) 
= p{[V(e∗) − C(e∗)] − [V(er) − C(er)]} 
 
これは、定義(ファーストベスト解)及び定義(ベンチマーク)からベンチマークはプ
リンシパルの利得最大の努力水準であるため、[V(e∗) − C(e∗)] − [V(er) − C(er)] ≧ 0であ
り、かつ、pは非機会主義者の確率であるため、0 < p < 1である。 
ゆえに採用戦略 F1 の対ベンチマーク減少利得は、非負となる。 
よって、採用戦略 F1 は、努力水準がe∗からerへ減少したことによる利得の減少が
発生している。 
 
採用戦略 F2 の評価 
採用戦略 F2 の評価をするために、対ベンチマーク減少利得を調べると、採用戦略
F2 の期待利得は、p[V(e∗∗)] − C(e∗∗)であるため、以下の通りとなる。 
 
対ベンチマーク減少利得 = p[V(e∗) − C(e∗)]– {p[V(e∗∗)] − C(e∗∗)} 
= p{[V(e∗)– C(e∗)]– [V(e∗∗)– C(e∗∗)]} + (1– p)C(e∗∗) 
 
ここで、定義(ファーストベスト解)及び定義(ベンチマーク)からベンチマークはP
の利得が最大となる努力水準であるため、{ V(e∗) –  C(e∗)} – {(V(e∗∗) –  C(e∗∗))} ≧  0とな
る。また、pは非機会主義者の確率であるため、0 < p < 1であり、上記右辺は非負とな
る。 
よって、採用戦略 F2 は、生産水準がe∗からe∗∗へ減少したことによる利得の減少と
機会主義者に払う賃金による利得の減少が発生している。 
 
 
P.25固定賃金モデルの簡易モデルでの考察の詳細 
 
仮定（収益関数の簡易化）  V(e) =  e  
仮定(私的費用の簡易化)   C(e) =
ce2
2
 
 
(Step 1)対称情報下でのファーストベストとベンチマークを求める。 
収益関数と私的費用をeで微分するとV’(e) = 1 ,  C′(e)  =
1
2
× 2ce = ce 
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定理(固定賃金最適解) よりV’(e∗) =  C′(e∗) が成立するため、1 = ce∗ となる。 
ゆえに、 e∗ =
1
c
となる。よって、V(e∗) = e∗ =
1
c
  及び、C(e∗) =
c
2
× (
1
c
)
2
=
1
2c
となり、 
Agの参加制約を満たす最適賃金は、w
∗ =  C(e∗) =
1
2c
 となる。 
 
よって、ファーストベスト解、ベンチマークは以下となる。 
(e∗, w∗) = (
1
c
,
1
2c
) , π∗ =  V(e∗)– w∗ =
1
c
−
1
2c
=
1
2c
  
BM =  p[V(e∗)– w∗] =  pπ∗ =
p
2c
 
 
(Step 2)非対称情報下(𝐞∗ < 𝐞𝐫) の場合 
e∗ < er の場合は、最適解はファーストベスト解(e
∗, w∗ )であるため、期待利得は、以
下となる。 
E[π] =  p[V(e∗)– w∗] =  pπ∗ =
p
2c
  
 
(Step 3)非対称情報下 (𝐞∗ ≧ 𝐞𝐫) の場合 
e∗ ≧ erの場合も同様に計算すると下記の通りとなる。 
wr = C(er) =
1
2
(cer
2) , πr =  V(er) − wr = er −
1
2
(cer
2)  =   (1 −
cer
2
) er 
V’(e∗∗) =
C’(e∗∗)
p
より、1 =
ce∗∗
p
  ∴  e∗∗ =
p
c
 ∴  w∗∗ =  C(e∗∗) =
c(e∗∗)2
2
=
cp2
2c2
=
p2
2c
 
 
よって、非対称情報時のPの期待利得は、以下の通りとなる。 
採用戦略F1の期待利得  E[π(F1)] =  p(V(er)– wr) =  pπr =  p (1 −
cer
2
) er 
採用戦略F2の期待利得  E[π(F1)] =  pV(e∗∗)– w∗∗ =
p2
2c
 
 
(Step 4)判別式 D=0 の軌跡 
さらに、採用戦略 F1 と採用戦略 F2 の期待利得の大小関係が入れ替わる判別式 D=0 の
軌跡を求める。 
D = 0 ⇔ 「採用戦略 F1 のPの期待利得 ＝ 採用戦略 F2 のPの期待利得」は、 
p (1 –
cer
2
) er =
p2
2c
 より p =  −(cer − 1)
2 +  1 となる。 
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ここで、e∗ =
1
c
よりc =
1
e∗
 ゆえに、 cer =
er
e∗
となり、判別式D = 0は以下の時に成立する。 
D = 0 ⇔  p = − (
er
e∗
− 1)
2
+ 1 
 
 
P.29 投資によるエージェントの負担軽減策 
P が事業投資 T>0（定数）を行うことで、A𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)の私的費用がɤT減るとする。
ただし、ɤはɤ＞1を満たす投資効果係数とする。そして、この投資はエージェントを採
用した場合のみ行うと仮定する。 
 
対称情報の場合(ベンチマーク)  
上記投資によって、Agの参加制約はW ≧ C(e) − ɤTとなる。するとE[π] =  p[V(e) −
W − T] = p[V(e) − C(e) + (ɤ − 1)T] となり、Max(E[π]) =
dE[π]
de
=  pV′(e) −  pC′(e) = 0 
∴  V′(e) = C′(e)となる。ゆえに、努力水準は不変だが、π は (ɤ − 1)T 増加する。 
 
よって、ファーストベスト解とベンチマークも以下のように変化する。 
 
FB = (e∗, w∗ − ɤT) 
BM = pπ∗ = p[V(e∗) − C(e∗)] + p(ɤ − 1)T 
 
非対称情報の場合 
上記のベンチマークが増加したことによりベンチマークと期待利得が等しいe∗ <
erの場合の期待利得も同じだけ増加する。 
さらに、Agの参加制約がɤT減少したことにより機会主義者を排除する OEC の範囲
が拡大する。ゆえに新しい OEC の上限解をer2とすると、wr = C(er2) − ɤTより、C(er2) =
 wr +  ɤT = C(er) + ɤT を満たすer2が新しい OEC の上限となる。ゆえに、ファーストベ
スト解を追求できる OEC の範囲がer > e
∗からer2 > e
∗に拡大した。 
さらに、e∗ ≧ er2の場合についても考察する。それは、この投資によって採用戦略
F1 と採用戦略 F2 の優位性に変化があるかどうかである。そして、この投資によって、
各採用戦略の期待利得は以下に変化する。 
 
投資後の採用戦略F1の期待利得： 
E[π(F1)] = p[V(er2) − C(er2) + ɤT − T] =  p[V(er2) − C(er) − ɤT + ɤT − T]
=  p[V(er2) − C(er)] − pT 
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上記の採用戦略F1の期待利得を投資前後で比較すると、採用戦略F1の期待利得は
p[V(er)–  C(er)]から、p[V(er2) − C(er)] − pT へと、p[V(er2) − V(er)] − pTだけ変化し
ている。しかし、この変化が増加であるには、V(er2) − V(er) > Tが条件となる。 
すわなち、努力水準の増加に伴う収益の増加額が投資額よりも大きいことである。 
 
投資後の採用戦略F2の期待利得：E[π(F2)] = p[V(e∗∗)] − C(e∗∗) + (ɤ − 1)T 
 
上記の採用戦略 F2 の期待利得を投資前と比較すると、採用戦略 F2 はp[V(e∗∗)] −
C(e∗∗)から、p[V(e∗∗)] − C(e∗∗) + (ɤ − 1)Tへと、(ɤ − 1)T変化している。そして、(ɤ −
1)T > 0より、期待利得は増加している。 
 
判別式への影響 
よってF1とF2の優越性を評価する投資後の判別式は、以下となる。 
投資後D＝p[V(er2) − C(er)] − pT − {p[V(e
∗∗)] − C(e∗∗) + (ɤ − 1)T} 
= p{[V(er2)–  C(er)]– [V(e
∗∗) −  C(e∗∗)]} + (1– p)C(e∗∗) − (ɤ − 1 + p)T 
 
ここで、投資前D =  p{[V(er)–  C(er)]– [V(e
∗∗) −  C(e∗∗)]} +  (1– p)C(e∗∗) であるた
め、その差し引きである、p[V(er2) −  V(er)] − (ɤ − 1 + p)Tだけ当初の判別式より変化
している。 
よって、p[V(er2) −  V(er)] > (ɤ − 1 + p)T のとき、 投資後 D > 投資前 D となり、
投資前よりも F1 が F2 よりも優位になる範囲が増える。 
これは、採用戦略 F1 のときは投資によって努力水準がerからer2へ増加するため、
その収益の増加額が投資によるエージェントの私的費用の減少額以上であるときは、投
資によって採用戦略 F1 の優位性が高まるということである。ただし、採用戦略 F1 の期
待利得が投資によって増加するのはV(er2) − V(er) > Tの範囲のみである。 
 
 
P.33 定理(変動賃金効果) 
変動賃金によってAnはe0以外のβ = C
’(e)となるような努力水準eを選択する。 
 
(証明)： 
仮定(Anの行動)より、Anは自身の利得w(e) − C(e)を最大化するようなeを選択する。ゆ
えに、最大化の 1 階の条件は以下となる。 
d
de
 [w(e) − C(e)] = [α + βe − C(e)]’ = β − C’(e) = 0 ∴ β = C’(e) 
ゆえに、Anはβ = C
’(e)を満たすeを選択する。そして、仮定(変動賃金)よりβ > 0である
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ため、C’(e) ≠ 0となり、e ≠ e0となる。ゆえに、変動賃金時はAnはe0は選択しない。 ■ 
 
 
P.34 定理(変動賃金最適解) 
変動賃金下で対称情報の場合、Pの期待利得を最大化する雇用条件の努力水準は固定賃
金時のファーストベスト解と同じ e∗であり、賃金は Agおよび Anそれぞれの参加制約を
満たした wg
∗ = α∗ + β∗e∗ と wn
∗ = α∗ + β∗e∗ + 𝑤𝑟 になる。ただし、α
∗ = C(e∗) − β∗e∗ , 
β∗ =  C’(e∗)であり、かつwg
∗は一意ではなく、(e∗, wg
∗)を満たすようなすべての雇用条件
を含むが、その一例としてwg
∗ = α∗ + β∗e∗とする。 
 
(証明)： 
(Step 1)問題の定義 
PはA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛,𝑏)のタイプを見分けられるため、タイプごとに最適な雇用条件を提示するこ
とが可能である。また、定理(変動賃金効果)よりAnも固定賃金時とは異なり完全機会主
義的行動以外の努力水準を選択する。ゆえに、PはA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)を採用する。 
ここで、Agの雇用条件の努力水準をeg 、変動賃金を wg = αg + βgegとし、Anの雇用条
件の努力水準をen 、変動賃金を wn = αn + βnenとする。そしてこの時のPの期待利得は、
p[V(eg) − wg] + q[V(en) − wn]となる。 
よって、参加制約PC𝑖(𝑖 = 𝑔, 𝑛)を制約条件とした以下の最大化問題を解けばよい。 
 
Max  p[V(eg) − wg] + q[V(en) − wn] 
subject to (PCg)： wg ≧  C(eg) 
(PCn): wn ≧ C(en) + wr 
 wg = αg + βgeg 
wn = αn + βnen 
eg, en, wg, wn, C(eg), C(en), βg, βn > 0 
 
(Step 2)問題の分割 
記問題はAgとAnに関する変数がそれぞれ互いに独立している。よって、下記のように
分解して最適解を求め、その後に目的関数を結合しても一般性を失わない。 
 
【Agに関する問題】Max  p[V(eg) − wg] 
subject to (PCg)： wg ≧  C(eg)  ,   wg = αg + βgeg  ,  eg, wg, C(eg), βg > 0 
 
【Anに関する問題】Max  q[V(en) − wn] 
subject to (PCn): wn ≧ C(en) + wr  ,  wn = αn + βnen  ,   en, wn, C(en), βn > 0 
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(Step 3)制約条件の等号の成立 
また、上記 2 つの問題は定理(最適解)で示した通り、それぞれの最適解eg
∗ , en
∗におい
て、それに対応する参加制約PC𝑖(𝑖 = 𝑔, 𝑛)を等号で成立させることができる。 
ゆえに、それぞれの参加制約を等号で成立させたものを目的関数に代入し最適解を求め
ると、以下の通りとなる。 
【Agに関する問題】
∂
∂eg
p[V(eg) − C(eg)] = p[V
’(eg)– C
’(eg)] = 0  ∴ V
’(eg) = C
’(eg) 
【Anに関する問題】
∂
∂en
q[V(en) − C(en) − wr] = q[V
’(en)– C
’(en)] = 0  ∴ V
’(en) = C
’(en) 
 
(Step 4)変数の統合 
上記において、V(e)及びC(e)はエージェントに共通の関数であり、なおかつV(e)とC(e)
の傾きが一致する点は定理(固定賃金最適解)より固定賃金のファーストベスト解の努
力水準e∗である。よって、以下となる。 
 
V’(en) = C
’(en) = V
’(e∗) = C’(e∗) = β∗ 
 
(Step 5)問題の解決 
ゆえに、各エージェントの参加制約を満たすような賃金は、以下となる。 
wg
∗ =  C(eg) = C(e
∗) = w∗ 
wn
∗ = C(en) + wr = C(e
∗) + wr = w
∗ + wr 
 
また、上記より各変数も以下の通り求められる。 
αg＝α
∗  ,  αn＝α
∗ + wr  ,  βg = βn = β
∗  ,  eg = en = e
∗ 
よって、解は以下の通りとなる。 
 
Agに提示する雇用条件は(e
∗, α∗ + β∗e) 
Anに提示する雇用条件は(e
∗, α∗ + wr + β
∗e) 
 
但し、α∗ = C(e∗) − β∗e∗ , β∗ =  C’(e∗) であり、かつAgの雇用条件は一例であり、 
wg
∗ = C(e∗)を満たせばどのような雇用条件でも良い。             ■ 
 
 
P.35 非対称情報の場合の補足説明 
こでは、本文では説明を省略したが「変動賃金下での OEC について」を固定賃金
モデルと同様に説明する。 
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変動賃金モデルでは、定理(変動賃金効果)によりAnは完全機会主義的行動を取ら
ないため、OEC によって排除する対象はAbのみになる。 
そこで、Agは参加するが、Abは参加しないような雇用条件は、以下の二つの式の両
立条件となる。 
 
(1) Ab の不参加条件(¬PCb)：α = w − βe <  wr ∴ w < wr + βe 
(2) Agの 参加条件(PCg) ：w –  C(e) ≧  0 
よって、上記 2 式が両立する条件は、以下となる。 
wr +  βe >  w ≧  C(e) 
これが、変動賃金下での OEC であり、図 23 にその領域を示す。 
 
図 23：変動賃金下での OECの領域 
 
 
 
P.36 定理(採用戦略 V1) 
Pは、対称情報下でAgに提示した雇用条件であるファーストベスト解(e
∗, w∗)と同じ雇
用条件を提示すれば、Agのみを採用できる。そしてこれは、e
∗が定義域内のどのような
値をとっても成立する。 
 
(証明)： 
(Step 1)問題の定義 
PはAgのみを採用するために、Agの参加制約(PCg)を満たすが、Anの参加制約(PCn)は満
たさないような自身の期待利得E[π]を最大化する雇用条件を提示すればよい。すわなち、
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以下の制約条件付き最大化問題を解けばよい。 
Max  p[V(e)–  w(e)] 
subject to (PCg)： w(e) ≧  C(e) 
(¬PCn)：w(e) <  C(e) + wr 
w(e) = αg + βge 
e , w(e), C(e) > 0 
 
(Step 2)制約条件の等号の成立と消去 
上記制約式(PCg)はE[π]を最大化する最適解において、定理(最適解)で示した通り等号
で成立しても参加制約(PCg)を満たす。また、その場合は(¬PCn)が厳密な不等号であ
るためこの制約条件を同時に満たしている。ゆえに、(¬PCn)は消去できる。よって、
上記の問題は下記に変更できる。 
Max  p[V(e)–  w(e)] 
subject to (PCg)： w(e) =  C(e) 
w(e) = αg + βge 
e , w(e), C(e), βg > 0 
 
(Step 3)ファーストベスト解の導出 
上記の問題は定理(変動賃金最適解)において解いたAgに関する問題と同値であるため、
その解はα∗ = C(e∗) − β∗e∗, β∗ =  C’(e∗)であるファーストベスト解(e∗, α∗ + β∗e)となる。 
 
(Step 4)𝐀𝐛の参加制約(𝐏𝐂𝐛)𝛂 > 𝐰𝐫の不成立 
この雇用条件は常にAbの参加制約(PCb)：α > wrを満たさない。その理由は、仮定(私
的費用)よりC(e)は厳密な凸関数でありかつβ > 0より、その接線である上記雇用条件
の切片 α∗ はwrより低い値になるためである。ゆえに、e
∗が定義域内のどのような値
をとっても常に(PCb)：α > wrは満たされない。よって、この雇用条件は固定賃金時と
は異なり、e∗ ≧ erの時にも成立する。                    ■ 
 
 
P.37 定理(採用戦略 V2) 
(e∗ , w∗)を通り、かつ(PCn)と接点(en, wn)で接する接線を w =  αn +  βneとすると、以下
の式を満たす解0 < enが存在する。 
[βne
∗ −  C(e∗)] − [βnen − C(en)] + wr = 0  ,  βn = C
’(en) 
そして、この雇用条件(e∗, wn)をセカンドベスト(SB)と呼ぶ。 
 
（証明） 
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(step 1)問題の定義 
PはAgとAnを採用するために、以下の 2 条件を満たす雇用条件を提示する。 
 
Anの参加条件：w ≧   C(e) + wr 
Agの参加条件：w ≧   C(e) 
 
ただし、Agはe
∗を選択し、Anはenを選択するように雇用条件を設計する。そして、この
戦略が成立するには、e∗＞erの時のみである。e
∗ ≦ erの時は求める解は存在しない。 
 
(step 2)𝐞∗の導出 
定理(採用戦略 V1)より、( e∗ , w∗)を求める。これはV′(e∗) = C′(e∗) を満たす、PCg 上の
点であるため、w∗ =  C(e∗) となる。 
 
(step 3)𝐞𝐧の導出 
(e∗ , w∗)を通り、かつPCnと接点(en, wn)で接する接線を w =  αn + βne とすると、次の
2式が成立する。 
(pcg)：w
∗ = αn +  βne
∗ ≧ C(e∗) 
(PCn)：wn = αn +  βnen ≧  C(en) +  wr  ⇔  αn ≧ C(en) + wr −  βnen 
 
定理(最適解)より、上記 2 式はともに等号でも成立するため、(PCn)を(PCg)に代入する
と、 
C(en) + wr −  βnen + βne
∗ = C(e∗) 
⇔ [βne
∗ −  C(e∗)] − [βnen − C(en)] + wr = 0 
を満たす0 < enが存在する。 
 
ただし、このβnは定理(変動賃金効果)よりβn = C
’(en)を満たすβnである。 
そして、この雇用条件(e∗, wn)をセカンドベスト(SB)と呼ぶ。          ■ 
 
 
P.38 定理(採用戦略 V3)  提示する雇用条件はα∗ = C(e∗) − β∗e∗ , β∗ =  C’(e∗)を満たす
(e∗, α∗ + wr + β
∗e)であり、このときA𝑖(𝑖=𝑔,𝑛)は努力水準 e^*を提供し、賃金として 
α∗ + wr + β
∗e∗ = C(e∗) + C(er)を支払う。 
 
（証明） 
定理(変動賃金最適解)より、Anに提示する雇用条件はα
∗ = C(e∗) − β∗e∗ , β∗ =  C’(e∗)
を満たす(e∗, α∗ + wr + β
∗e)である。また、この雇用条件はAgの参加制約(PCg)も満たす
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ため、Agもこの条件を提示されたときは契約を受諾する。 
そして、両エージェントは雇用条件のe∗の努力水準を選択するため、Pが支払う賃金は、
wn
∗ = α∗ + wr + β
∗e∗ = C(e∗) + wr = C(e
∗) + C(er)となる。 
そして、この雇用条件は採用戦略 V1 と同様にe∗が定義域内のどのような値をとっても
成立する。                                 ■ 
 
P.39 
採用戦略 V1 の評価 
採用戦略 V1 の期待利得は、以下となる。 
 
E[π(V1)] = p[V(e∗) − C(e∗)] 
 
これは固定賃金下でのベンチマークと全く同じである。しかし、固定賃金下では
e∗ < erの場合のみベンチマークを達成できたが、この採用戦略 V1 はe
∗ ≧ erの場合でも
成立する。よって、固定賃金よりも変動賃金の方が期待利得は改善している。 
また対ベンチマーク 2 減少利得は、以下となる。 
 
対 BM2 減少=p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] − p[V(e
∗) − C(e∗)] 
= q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] > 0 
ゆえに、採用戦略 V1 はAnによる期待利得分だけベンチマーク 2 より減少している。 
これは、採用戦略 V1 はAgのみ採用しているためAgの採用確率 p が 1に近い時はベンチ
マーク 2 と同じ利得だが、Anの採用確率 q が増えても利得は増加しないことからも導
かれる。 
 
採用戦略 V2 の評価 
  採用戦略 V2 の期待利得は、以下となる。 
 
E[π(V2)] =  P[V(e∗) − C(e∗)] +  q[V(en) − C(en) − C(er)] 
 
採用戦略 V2 はAnも採用しているため、Anによって産出される利得分であるq[V(en) −
C(en) − wr]だけ採用戦略 V1 よりも期待利得が増加している。ただし、この採用戦略 V2
が成立するのは、e∗ < erの場合のみである。 
 
また、対ベンチマーク 2 減少利得は、以下となる。 
 
対BM2減少=p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] − P[V(e
∗) − C(e∗)] +  q[V(en) −
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C(en) − C(er)] = q[V(e
∗) − C(e∗)] − q[V(en) − C(en)]] = q(π
∗ − πn) > 0 
 
よって、採用戦略 V2 はAnの努力水準の減少による期待利得の減少分だけベンチマ
ーク 2 より減少している。 
 
 
採用戦略 V3 の評価 
採用戦略 V3 の期待利得は、以下となる。 
 
E[π(V3)] = (p + q)[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] 
 
これは採用戦略 V1 と比較すると、情報レントpC(er)を費用として支払う替わりに
Anによる期待利得q[V(e
∗) − C(e∗) − C(er)] が増加している。この意味としては採用戦略
V1 はAgの採用確率 p のみにかけており、仮にAnの採用確率 q が高い場合はその利得を
得る機会を失う。これに対して採用戦略 V3 は情報レントといういわば保険料のような
ものを支払い、Anの採用確率 q が高い場合でも利益を上げることができるようにして
いる。また対ベンチマーク 2 減少利得は、以下となる。 
 
対 BM2 減少 
=  p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] − (p + q)[V(e
∗) − C(e∗) − C(er)] 
= pC(er) > 0 
 
よって、採用戦略 V3 はAgに支払う期待情報レント分だけベンチマーク 2 よりも減少し
ている。 
 
 
P.39 判別式 
ここで、採用戦略 V2 と採用戦略 V3 を比較し、どちらの期待利得が高いかを考察
する。採用戦略 V2 の期待利得から採用戦略 V3 の期待利得を引く残額の符号を調べ、
符号が正である場合は、採用戦略 V2 の方が採用戦略 V3 よりも高いということになる。 
 
判別式 D2=採用戦略 V2 - 採用戦略 V3 
= p[(V(e∗) − C(e∗)] + q[V(en) − C(en) − C(er)] − (p + q)[V(e
∗) − C(e∗) − C(er)] 
= pC(er) + q{[V(en) − C(en)] − [V(e
∗) − C(e∗)]} 
 
ここで、φ = [V(e∗) − C(e∗)] − [V(en) − C(en)]とおくと、 
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D2 =  pC(er) − qφ となる。よって、D2 = 0のときは、q = (
C(er)
φ
) p となる。 
これは縦軸にqを取り、横軸にpを取ると、p + q + r = 1より直線q = (1 − r) − pと
横軸と縦軸に挟まれた領域が判別式 D の取り得る範囲となる。そして、判別式 D2 の符
号は、原点 0 から傾き(
C(er)
φ
)の直線の上部がD2 > 0、下部がD2 < 0の領域となる。 
この傾き(
C(er)
φ
) の大きさとは、採用戦略 V3 でAgに余分に支払う情報レントと採用
戦略 V2 でAnの機会主義的に行動で減少した利益の相対的大小関係を表している。よっ
て、判別式の符号は採用確率 p と採用確率 q の相対的な大小関係とAgへの情報レント
とAnによる減少利得の相対的大小関係の二つの要因で決定されるということである。
そして、これを図で示すと、下記の図 24 の通りとなる。 
 
図 24：判別式 D2 の符号 
 
 
 
P.39 簡易モデルでの考察 
以下では、固定賃金時と同様の簡易モデルにてさらなる考察を行う。固定賃金時で
使用した仮定及びその結論のうち変動賃金でも使用するものは以下である。 
V(e) =  e , C(e) =
ce2
2
 (
2
e
≧ c > 0) ,  V’(e) = 1 , C′(e) = ce , wr = C(er) =
1
2
(cer
2) , 
e∗ =
1
c
 , w∗ =
1
2c
 , C(e∗) =
c
2
× (
1
c
)
2
=
1
2c
 ,  π∗ =
1
2c
 , BM =
p
2c
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(Step 1)対称情報下でのベンチマーク 2を求める。 
変動賃金でのベンチマーク 2 は、以下となる。 
BM2 = p[V(e∗) − C(e∗)] + q[V(e∗) − C(e∗) − C(er)] = p (
1
2c
) + q [
1
2c
−
1
2
(cer
2)] 
 
(Step 2)非対称情報下の場合 
採用戦略 V1 の期待利得は、固定賃金時のベンチマークと等しいため、以下とな
る。 
E[π(V1)] = BM =
p
2c
 
 
採用戦略 V2 の解enは、以下の 2 式の解となる。 
[βne
∗ −  C(e∗)] − [βnen − C(en)] + +wr ≧ 0 
βn = C
’(en) 
よって、βn = C
’(en) = cen, e
∗ =
1
c
, C(e∗) =
1
2c
, wr =
1
2
(cer
2), C(en) =
cen
2
2
を上の式に代
入すると、cen
2 − 2en +
1
c
− cer
2 = 0 となり、これを解くと以下となる。 
 en =  
1
c
 ±  er 
 
よって、Anによる利得は、以下となる。 
πn =  V(en) − C(en) − C(er) = en −
cen
2
2
−
1
2
(cer
2) 
=
1
c
 ± er −
c
2
(
1
c
±  er)
2
−
1
2
(cer
2) =
1
2c
− cer
2 
 
ゆえに採用戦略 V2 と V3 の期待利得は、以下となる。 
採用戦略 V2 = E[π(V2)] =  pπ∗ + qπn =
p
2c
+ q (
1
2c
− cer
2) =
p+q
2c
+ q(cer
2) 
採用戦略 V3 = E[π(V3)] = (p + q)[π∗ − C(er)] = (p + q) [
1
2c
−
1
2
(cer
2)] 
 
(Step 4)判別式 D2=0 の条件 
判別式 D2 = 採用戦略 V2 - 採用戦略 V3  
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=  pC(er) + q{[V(en) − C(en)] − [V(e
∗) − C(e∗)]} 
=
1
2
(cer
2)p + q {[
1
2c
−
1
2
(cer
2)] −  
1
2c
}  =  
1
2
(cer
2)(p − q) 
よって、D2=0 のときは、
1
2
(cer
2)(p − q) = 0 ⇔  p = q となる。 
ゆえに、Agの採用確率 p とAnの採用確率 q が等しいときに、採用戦略 V2 と採用戦
略 V3 の期待利得は等しくなる。また、これは判別式D2 = 0の条件である、q = (
C(er)
φ
) p
を満たしている。以下にそれを示す。 
φ = [V(e∗) − C(e∗)] − [V(en) − C(en)] =
1
2c
− (
1
2c
−
1
2
cer
2) =
1
2
cer
2 , C(er)＝
1
2
cer
2 
ゆえに、q = p. 
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